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要 旨 

 

近年の半導体や液晶製造などの電子デバイス産業では、コンタミネーションコントロー

ルが重要な基盤技術となっており、クリーンルームに代表されるクリーン化の技術が大き

な役割を担っている。 

これらのクリーンルームでは、微粒子やガスなどの清浄度レベルだけでなく、温湿度や

気流性状、静電気や振動といったあらゆる要素を厳しく管理しなければならない。特に静

電気は、電子デバイス製造環境の相対湿度が静電気の発生し易い 40%～45%程度であるこ

と、デバイス自体を含め多種の絶縁物が接触・摩擦・剥離を繰返して製造されることか

ら、常に広範囲で発生している。さらに静電気は、静電気力による浮遊微粒子の付着

（ESA）や静電気放電（ESD）によるデバイス破壊など、製品の歩留まりに大きく影響する

生産障害を引き起こす。静電気力が微粒子沈着を助長する現象や、近年のデバイスの高集

積度化に伴う静電気耐性の低下については多数の報告があり、デバイスへの静電気の影響

は深刻化している。そのため、クリーンルームにおける静電気対策は、コンタミネーショ

ンコントロールの観点からもきわめて重要なファクターであり、電子デバイス産業にとっ

て必要不可欠な技術であるといえる。 

クリーンルームにおける静電気対策は、接地や加湿による静電荷の緩和と、除電装置

（イオナイザー）による静電荷の中和（除電）の 2 つの方法に大別されるが、接地による

デバイス汚染や水分の影響などの懸念から、電子デバイス製造では後者が有効である。な

かでも、取り扱いの容易さから電圧印加型のコロナ放電式イオナイザーが広く用いられて

おり、クリーンルーム用のイオナイザーとして今日主流である。しかし、従来のコロナ放

電式イオナイザーは、放電電極への微粒子の付着（析出）と、電極の摩耗による発塵が指

摘されており、クリーンルーム環境中では重大な問題となっていた。一方で、より高清浄

度を要求するプロセスなどで、無発塵の除電が可能な軟 X 線式イオナイザーも広まりつつ

あるが、人体被曝の防護対策が必須な点や、狭小部の除電が困難な点など、取り扱い上の

難点があった。 

本研究は、コンタミネーションコントロールの観点から、クリーンルームにおける静電

気対策として、従来の問題点を解決したクリーンルーム用イオナイザーを開発することを

目的としている。そして、イオナイザーのクリーンルームへの適用のために考案した手法

について、原理の妥当性の検討や性能評価を行い、その結果、以下について実用化が可能

であることが示唆された。 

 

（1）クリーンルーム用低発塵イオナイザー（コロナ放電式） 

  電極を加熱することで電極先端に熱泳動力を発生させ、電極への微粒子の付着・析

出を抑制するとともに、放電電極の構成材質に耐腐食性の金属を用いることで電極

の摩耗を低減したコロナ放電式イオナイザー。 

 

（2）クリーンルーム用無発塵イオナイザー（軟 X 線式） 

  無発塵でのイオン生成が可能な軟 X 線をイオン化源に用い、イオナイザー自身に組

み込んだ軟 X 線遮蔽構造により設置場所の防護対策を不要とした、安全な軟 X 線式

イオナイザー。また、狭小部の除電を目的とし、軟 X 線で生成したイオンを水蒸気

の凝縮によって粗大化し、チューブ搬送して除電する軟 X 線式イオナイザー。 



Abstract 

 

In recent years, contamination control has become a key fundamental 

technology in the field of manufacturing electronic devices, such as 

semiconductors and liquid crystal  displays. Cleanliness control technologies, as 

typified by clean rooms, play an important role in manufacturing of such devices.  

Clean rooms require strict control of not only the cleanliness levels of particles 

and gases but also the temperature, humidity, air current properties, static 

electricity, vibration and many other elements. Among them, static electricity is 

always widely generated because electronic devices are manufactured in an 

environment where the relative humidity is 40 to 45% (a level of humidity in 

which static electricity is easily generated) and devices and various other kinds of 

insulators are manufactured through repeated contact, friction and stripping 

processes. What is worse, static electricity gives rise to various obstacles  in 

production that significantly affect production yield—such as electrostatic 

attraction (ESA)—in which airborne particles are deposited by electrostatic force, 

and device breakdown caused by electrostatic discharge (ESD).  There have been 

many reports: 1) describing phenomena in which static electricity accelerates the 

deposition of particles and a decrease in static electricity resistance of recent 

highly-integrated devices, and 2) indicating that static electricity has been 

producing more serious effects on devices. In view of this, how to prevent static 

electricity in clean rooms is a very important factor for contamination control and 

is an essential technology for the electronic device industry.  

There are two common measures against static electricity in clean rooms: 1) 

static charge relaxation by grounding and humidification and 2) static charge 

neutralization (electrostatic elimination) using static eliminators (ionizers). The 

latter is more effective for use in producing electronic devices because the former 

raises concerns about contamination of devices due to grounding and the 

influence of moisture. Among others, corona discharge ionizers of voltage 

application type are widely used due to their ease of use, and they are the most 

commonly used ionizers for clean rooms. However, it 's been pointed out that 

conventional corona discharge ionizers cause particles to be deposited onto a 



discharging electrode and generate dust by abrasion of the electrode, thereby 

resulting in serious problems in clean room environments. Meanwhile, soft X-ray 

type ionizers that can eliminate static electricity without generating dust have 

also been increasingly used in processes that require a higher degree of 

cleanliness. However, there are some disadvantages in using ionizers of this type, 

such as the need to take measures to protect the human body from exposure to 

X-rays and the difficulty in eliminating static electricity in a narrow space. 

The intent of this study is to develop clean-room ionizers that can solve 

conventional problems of static electricity for contamination control in clean 

rooms. The authors examined the validity of the principles of techniques 

developed for applying the ionizers to clean rooms and evaluated their 

performance. The results indicated the possibility of the practical application of 

the following types of ionizers: 

 

(1) Low-particle-emission ionizer for clean rooms (corona discharge method) 

A corona discharge ionizer that prevents the deposition of particles onto the 

electrode by using the thermophoretic force generated by heating the 

electrode and reduces abrasion of the electrode by using corrosion-resistant 

metal as a constituent material of the discharging electrode.  

 

(2) Non-particle-emission ionizer for clean rooms (soft X-ray method) 

A safe soft X-ray type ionizer that uses soft X-rays as an ionization source to 

generate ions without emitting particles and has a built-in soft X-ray shield 

structure to eliminate the need for taking protective measures in the 

installation location, and a soft X-ray type ionizer in which ions are 

generated by soft X-rays, coarsened by the condensation of water vapor and 

transported through a tube to eliminate electricity in a narrow area. 
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第１章 序論 

 

１．１ 研究の背景 

近年の半導体や液晶製造をはじめとする先端電子デバイス産業では、精

密化や微細化に加え、高品質、高信頼性が要求されており、これらの達成

のためにコンタミネーションコントロールが重要な基盤技術となってい

る。その中でもクリーンルームに代表されるクリーン化技術の役割は大き

く 1)、製品の歩留まりに直接影響する浮遊微粒子や、最近ではガス状の化

学物質についても高い清浄度レベルの管理が必要となっている。特に、半

導体製造においてウェハやフォトマスクに微粒子が付着すると、フォトリ

ソグラフィープロセスではパターン欠陥の発生、拡散プロセスでは半導体

の純度低下など、デバイスの不良の原因となる 2)。また、半導体製造のク

リーンルームで対象となる微粒子の粒径は、ウェハ上に作り込む線幅の

1/2 程度言われており 1)、ITRS ロードマップのゲート長スケーリングトレ

ンド（予測）によれば、2014 年における CMOS ゲート長は 20nm 前後まで微

細化が進むため 3)、今後、制御対象となる微粒子径についてもますます厳

しい管理が求められることが予想される。 

これらのクリーンルームは、微粒子やガスなどの清浄度レベルだけでな

く、温湿度や気流性状、静電気や振動といったあらゆる要素についても管

理しなければならない。特に静電気は、電子デバイス製造クリーンルーム

の相対湿度が一般に静電気が発生し易い 40%～45%程度であること 4)、また

デバイスの製造プロセスでは、デバイスそのものを含めた多種の絶縁物が

接触・摩擦・剥離を繰り返すことから、常に広範囲で発生している 5)。さ

らに静電気は、静電気力による浮遊微粒子の付着（ESA：Electrostatic 

Attraction）や、静電気放電（ESD：Electrostatic Discharge）によるデ

バイス破壊と特性劣化、および ESD で発生した電磁干渉（EMI：

Electrostatic Interference）による生産装置の誤動作など、製品の歩留

まりに大きく影響する生産障害を引き起こす。静電気力による微粒子付着

に関しては、これまで微粒子の表面沈着現象に関する研究が盛んに行われ

ており、静電気力によって微粒子沈着が助長されることが明らかになって

いる 6-8)。ESD についても、近年のデバイスの高集積度化に伴う静電気耐性

の低下に関する報告が多数あり 9-12)、デバイスへの静電気の影響は深刻化



2 

 

している。そのため、クリーンルームにおける静電気対策は、コンタミネ

ーションコントロールの観点からもきわめて重要なファクターであり、電

子デバイス産業にとって必要不可欠な技術であるといえる。 

クリーンルームにおける静電気対策は、接地や加湿といった導電化によ

る静電荷の漏洩・緩和と、除電装置（イオナイザー）による空気イオンを

用いた静電荷の中和（除電）の 2 つの方法に大別されるが、接地によるデ

バイス汚染や水分の影響などの懸念 13 ,14)から、電子デバイス製造では後者

のイオナイザーによる除電が有効である。なかでも、取り扱いの容易さか

ら電圧印加型のコロナ放電式イオナイザーが広く用いられており、クリー

ンルーム用のイオナイザーとして今日主流である 15)。しかしながら従来の

コロナ放電式イオナイザーは、放電電極への微粒子の付着・再飛散と、電

極の摩耗によって発塵することが指摘されており、クリーンルーム環境中

では重大な問題となっていた 16 ,17)。また一方で、より高清浄度のプロセス

では完全無発塵での除電の要求もあり、イオン生成の際に発塵が無い、低

エネルギーの X 線（以下軟 X 線）をイオン化源とする軟 X 線式イオナイザ

ーが用いられるようになってきた 18-20)。しかし、軟 X 線式イオナイザーの

使用にあたっては、人体の被曝防止のため、法規に基づいた設置エリアの

区画やインターロックなどの防護対策が必須となる 21-23)。また、生産装置

内の狭小部では軟 X 線イオナイザーの設置スペースが確保できない問題

や、障害物により軟 X 線が除電対象に直接届かない部位の除電効果が得ら

れないなど、取り扱い上の難点があった 18)。 

上記のように、クリーンルームにおける静電気対策としてイオナイザー

を用いる場合には、種々の課題があり、幾つかの対策も提案されている

が、コスト面を含め完全な解決に至っていないのが現状である。 
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１．２ 研究の目的 

本研究は、コンタミネーションコントロールの観点から、クリーンルー

ムにおける静電気対策として、従来のイオナイザーの持つ課題を解決した

クリーンルーム用イオナイザーを開発することを目的としている。クリー

ンルーム用イオナイザーとしては、コロナ放電式と軟 X 線式の代表的な 2

方式のイオナイザーについて取り上げ、コロナ放電式イオナイザーは電極

からの発塵について、無発塵の軟 X 線式イオナイザーについては人体の被

曝防止や除電性能面で対策を講じることで、クリーンルームへの適用を図

る。本論文では、それぞれのイオナイザーをクリーンルームに適用するた

めに考案した幾つかの手法について、原理の妥当性の検討や性能評価を行

い、①クリーンルーム用低発塵イオナイザー（コロナ放電式）および②ク

リーンルーム用無発塵イオナイザー（軟 X 線式）として提案している。以

下に、概要と本論文で述べる内容を示す。 

 

①クリーンルーム用低発塵イオナイザー（コロナ放電式） 

 従来のコロナ放電式イオナイザーは、イオン生成用の放電電極から発塵

しており、クリーンルーム環境では問題となっていた。発塵の原因は、電

極への微粒子の析出・飛散と、電極の摩耗による金属飛散であることが明

らかとなっており 17-18)、電極周囲を高純度窒素ガスなどのクリーンエアで

パージする方法や 25-26)、耐摩耗性の電極材質を用いるなどの対策が行われ

ているが 25-27)、パージエアのコストや電極摩耗の更なる低減の要求など、

課題が残されていた。そこで、電極を加熱することで電極先端に熱泳動力

を発生させ、電極への微粒子付着・析出を抑制するとともに、耐摩耗性を

向上させた材質の放電電極を用いたコロナ放電式イオナイザーを考案し

た。本論文では、電極への微粒子付着を抑制する原理について検討し、さ

らにその効果を評価した結果について述べる。また、考案した新しい耐摩

耗性電極の評価結果について述べる。 

 

②クリーンルーム用無発塵イオナイザー（軟 X 線式） 

 完全無発塵で除電を行う場合に、低エネルギーX 線（以下軟 X 線）をイ

オン化源とする軟 X 線式イオナイザーが用いられている 19-21)。しかし、軟

X 線の使用にあたっては、人体被曝防止のため、法規に基づいた防護対策
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が必須であり、設置エリアの区画やインターロックによる自動停止などの

安全機構を備えなければならない 22-24)。また、生産装置内部などの狭小部

においては、イオナイザーの設置スペースが確保できないなど、取り扱い

上の難点があった。そこで、イオナイザー本体に軟 X 線の遮蔽構造を組込

み、イオンのみを除電エリアに供給する、無発塵で安全な遮蔽構造付き軟

X 線イオナイザーを考案した。また、狭小部の除電を目的とし、イオンを

チューブで除電エリアに搬送する方式も考案した。本論文では、軟 X 線の

遮蔽構造やイオンのチューブ搬送の原理について検討し、これらイオナイ

ザーの除電性能の向上のために、諸因子の除電性能に与える影響について

調査した結果について述べる。 
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１．３ 本論文の構成 

本論文は、「クリーンルームにおけるイオナイザーを用いた静電気対策技

術に関する研究」と題し、全５章より構成されている。 

 

第１章「序論」では、研究の背景と研究の目的を述べており、研究の意

義と位置づけを明らかにするとともに、研究の全体構成を示している。 

 

第２章「帯電体の除電理論とクリーンルームにおける静電気対策の問題

点」では、前半で帯電体の除電方法とその理論、および除電装置（イオナ

イザー）の種類と評価方法について概要を述べている。次に後半では、ク

リーンルームにおける静電気対策と静電気障害、および静電気対策の問題

点について述べ、電子デバイス産業において静電気対策が必要不可欠で、

コンタミネーションコントロールの観点からも重要なファクターであるこ

とを述べている。また、コロナ放電式イオナイザーの電極からの発塵メカ

ニズムについて既往の研究を紹介するとともに、軟 X 線式イオナイザーに

おける使用上の問題点を述べている。 

 

第３章「クリーンルーム用低発塵イオナイザーの開発（コロナ放電式）」

では、前半でコロナ放電式イオナイザーの放電電極への微粒子付着に起因

する発塵に対して、現状行われている対策の課題を述べた上で、新たな対

策方法として、放電電極を加熱することにより発生する熱泳動力を用いて

微粒子の付着抑制を試みた、電極加熱方式のイオナイザーを提案してい

る。また、実用的な電極の加熱方法について、抵抗体のジュール加熱を用

いた自己発熱型電極を提案し、発熱実験などを実施した結果から電極の発

熱特性について述べている。さらに、自己発熱型電極を用いた電極加熱方

式のイオナイザーについて、除電性能、微粒子付着防止効果の評価結果に

ついて述べている。次に後半では、イオナイザーの放電電極の摩耗に起因

する発塵に対して、現状の耐摩耗性電極を改善した新しい耐摩耗性電極に

ついて述べ、電極からの金属飛散量の評価と長期の耐久試験を行った結果

について述べている。 
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第４章「クリーンルーム用無発塵イオナイザーの開発（軟 X 線式）」で

は、まず、無発塵のイオナイザーとして、軟 X 線をイオン化源に用い、軟

X 線の遮蔽構造をイオナイザー本体に組み込んだ、軟 X 線遮蔽機構付きの

イオナイザーについて概説する。次に、その遮蔽構造について検討した結

果を述べ、遮蔽構造の設計手法について述べている。また、このイオナイ

ザーの除電性能の向上のために、諸因子の除電性能に与える影響について

調査した結果を述べている。さらに後半では、軟 X 線イオナイザーのアプ

リケーションの一つで、狭小部の除電を目的として、イオンをチューブで

除電エリアに搬送する方式を提案している。軟 X 線で生成したイオンをチ

ューブで搬送する際の、再結合によるイオン消耗の問題点について指摘

し、イオンを粗大化することで搬送中のイオン消耗を改善した方式につい

て詳細に説明している。また、同じく除電性能の向上のために、諸因子の

除電性能に与える影響について調査した結果を述べている。 

 

第５章「結論」では、各章で得られた結果を要約し、本論文の成果を明

らかにするとともに、今後の課題について述べている。 
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第２章 帯電体の除電理論とクリーンルームにおける静電気対策の問題点 

 

２．１ 帯電体の除電方法と除電装置（イオナイザー） 

帯電体の除電方法は、（1）導電化による静電荷の漏洩・緩和（接地によ

る除電）と、（2）除電装置（イオナイザー）で発生した空気イオンによる

静電荷の中和（除電装置による除電）、の 2 つの方法に大別される 1）。以降

に、それぞれの除電方法について述べる。 

 

２．１．１ 接地による除電 

主に、帯電体が導電性（導体）の場合に、大地（アース）と電気的に接

続し、静電荷を漏洩・緩和させる方法である 2）。図 2.1a に示すように接地

との静電容量 C の帯電体を抵抗 R で接地する場合、図 2.2a に示すように、

帯電体を等価的に抵抗 R、静電容量 C の並列回路で表すことができる 3-5）。

この時帯電量は図 2.2b に示すように、時間とともに指数関数的に減少し、

新たな電荷の発生がなければ最終的に帯電電荷は無くなり、除電できる。

ここで、帯電発生時の電荷量を Q0 とすると、t 秒後の帯電体の電荷量 Q

は、式（2.1）で表され、電荷緩和時定数（または電荷緩和時間）τは、静

電容量 C と漏洩抵抗 R の積（式（2.2））になる。また τ は、電荷が発生時

の 1/e（約 37%）となる時間を示している。 

 

 

𝑄 = 𝑄0𝑒𝑥𝑝 (−
𝑡

𝜏
)  （2.1） 

 

 𝜏 = 𝐶𝑅          （2.2） 

 

       𝑄0 : t 秒後の帯電電荷量[C] 

              𝑄  : 発生時の帯電電荷量[C] 

              𝜏  : 電荷緩和時定数[s] 

              𝐶  : 静電容量[F] 

              𝑅  : 漏洩抵抗[Ω] 
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          （a）          （b） 

 

図 2.1 接地による除電 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （a）                 （b） 

 

図 2.2 接地による除電 

 

 

静電容量　C

抵抗　R

 

0 τ t

Q

𝑄 = 𝑄0𝑒𝑥𝑝  −
𝑡

𝜏
  

 𝜏 = 𝐶𝑅 

𝑄0
𝑒
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次に、帯電体が絶縁体（誘電体）の場合は、図 2.1b に示すように誘電率

ε、体積抵抗率 ρ の帯電体の一点を接地すると、電荷が帯電体表面を漏洩

しないとき、電荷は物体内の電気力線に沿って移動し、除電される。この

とき τ は、誘電率 ε と体積抵抗率 ρ の積（式（2.3））で表される。τ

は、物体の誘電率（静電容量）と抵抗率（漏洩抵抗）に依存し、それぞれ

が大きいほど緩和時間は長くなる。導体のように、帯電電圧に依存する電

気伝導が無い（導電率が一定）物質の場合は式（2.1）に従うが、多くの絶

縁体（低導電率）の場合は、これに従わないこともある 5）。 

 

 

𝜏 = 𝜀𝜌(= 𝜀 𝜅⁄ )     （2.3） 

 

       𝜀  : 誘電率[F/m] 

              𝜌  : 体積抵抗率[Ω・m] 

              𝜅  : 導電率[S/m] 

 

 

また、絶縁体（不導体）に対しては、加湿による導電化も広義の意味で接

地による除電方法の一つとして挙げられる。加湿によって絶縁体表面での

吸湿量が増加し、その表面の電気伝導率が高まることで静電荷が大気中

（アース）に漏洩し、その結果帯電電位が低くなる 6）。表 2.16）に示すよう

に、相対湿度を上げることで帯電電位を低く抑えられることがわかる。環

境全体に効果を波及させることができ有効な手段であるが、湿度を嫌う製

品や環境への適用には注意が必要である 7）。 
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表 2.1 各種動作により発生する帯電電圧 6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相対湿度 相対湿度 相対湿度

10% 40% 55%

人がカーペットの上を歩く 35,000 15,000 7,500

人がビニール床の上を歩く 12,000 5,000 3,000

ベンチでの作業 6,000 800 400

プラスチックチューブからセラミックDIPを取り出す 2,000 700 400

ビニールのトレイからセラミックDIPを取り出す 11,500 4,000 2,000

ポリエチレンフォームからセラミックDIPを取り出す 14,500 5,000 3,500

プリント配線基板を包んでいる包装材（バブルパック）を取り去る 26,000 20,000 7,000

発生電圧（V）

発　　生　　源
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２．１．２ 除電装置（イオナイザー）による除電 

 除電装置（イオナイザー）は様々な方式によって空気イオンを発生し、

帯電物体と逆極性の空気イオンを供給して電気的に中性にする機能を有す

るものである。図 2.33）に示すコロナ放電式イオナイザーによる除電で

は、イオナイザーの針電極先端部でプラズマが形成され、帯電物体とイオ

ナイザーとの間の電気力線に沿って帯電物体と逆極性のイオンが引き出さ

れ、物体表面の電荷を中和する。これが、イオナイザーによる除電の原理

である。このとき、図 2.43）に示すように物体表面に正負の電荷が近接し

て存在する場合は、イオナイザーからの電界が打ち消され、近接した正負

の電荷同士で閉じた電気力線を形成してしまい、逆極性の空気イオンを引

き出せず、除電しにくくなる。また、コロナ放電式イオナイザーのコロナ

放電部では、発塵やオゾンの発生などの問題もある。このコロナ放電式イ

オナイザーからの発塵については、以降で詳述する。また、オゾンはあま

り高濃度になると身体に有害となる 7）。 

 除電に利用される空気イオンは、小イオンと大イオンのうち主に小イオ

ンに属し、その直径は 1nm 程度である。また、負イオンは、正イオンより

平均して 2～3 割小さい 8）。空気イオンの形態は、正イオンは主に水クラス

タイオン H+(H2O)n からなり、負イオンは酸素イオン O2
-が主成分で、大気中

の組成やイオンの発生方法によっても異なるが、二酸化炭素イオン CO2
-や

二酸化窒素イオン NO2
-など各種からなる。 
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図 2.3 コロナ放電式イオナイザーによる除電 3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 除電の問題点（帯電物体表面に正負の電荷が混在する場合） 3） 

 

プラズマ 
イオン 

放電電極 

電気力線 

帯電物体 



15 

 

２．１．３ 除電装置（イオナイザー）の種類 

 除電装置（イオナイザー）は、イオンの生成方式により、表 2.29）のよ

うに分類され、コロナ放電式（電圧印加式、自己放電式）、放射線式、軟 X

線式、紫外線式などがある。また、コロナ放電式イオナイザーは、コロナ

放電発生のための高電圧の印加方法によって、表 2.39）のように分類され

る。さらに、電圧印加式のコロナ放電式イオナイザーには、その形状など

により、表 2.49）のような種類がある。これら様々なイオン生成方式や形

状などの組合せにより、最適な除電方式を決定し、静電気対策を実施す

る。 

 

 

 

 

 

表 2.2 各種イオン生成方式とその原理 9） 
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表 2.3 コロナ放電式イオナイザーのイオン発生、制御方式の種類 9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.4 電圧印加式コロナ放電式イオナイザーの種類 9）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



17 

 

２．１．４ 除電性能の評価方法 

 イオナイザーには多くの種類があり、特性や除電効果が異なるため、機

器の特性を良く理解して使用することが必要である。発生した空気イオン

によって帯電物体の電荷を中和することが目的であるため、いかに速やか

に帯電物体を除電できるかを、除電性能を測定して評価する。除電性能の

評価方法は、大別して、有効除電電流の測定と、帯電プレートモニタによ

る電位減衰時間、イオンバランスの測定がある。以下にその概要を示す。 

 

 

（１）有効除電電流による性能評価 9 ,10） 

 主に、バータイプのイオナイザーの除電性能評価で用いられる、有効除

電電流の測定装置の構成を図 2.59）に示す。直流高圧電源により、+5kV ま

たは-5kV を印加した模擬帯電物体（金属板）に、距離 50mm を隔てて動作

させたイオナイザーからの空気イオンを暴露し、金属板に流れる電流を電

流計で測定する。この電流計で測定される電流値が有効除電電流である。

ここで測定される有効除電電流は、測定電極である模擬帯電物体から割り

出された単位長さ当たりのイオン量として、除電性能を判断することがで

きる。金属板に+5kV を印加したときは、負イオンによる有効除電電流を、

金属板に-5kV を印加したときは、正イオンによる有効除電電流を測定した

ことになる。 
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図 2.5 有効除電電流測定装置の構成 9） 
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（２）帯電プレートモニタによる性能評価 9 ,11） 

帯電プレートモニタによる電位減衰時間、イオンバランスの測定は、USA 

ANSI、ESD 協会による EOS/ESD Std. 3.1、IEC 61340 5-1、RCJS-5-1：2010

など多くの機関で規格化されている。帯電プレートモニタは、図 2.69）に

示すように、金属プレート（約 15cm 角、静電容量が 20pF±2pF）と非接触

型電位計、高圧電源、減衰時間タイマから構成されている。測定は、この

金属プレートに高圧電源で電圧を印加し、その電位がイオナイザーからの

イオンにより減衰する時間を計測する。金属プレートの電位には上限（±

1000V）と下限（±100V）のしきい値を設け、この 2 点間の減衰時間を電位

減衰時間（除電時間）とする。電位減衰時間が早いほど除電性能が優れ、

金属プレートを正極に帯電させた場合は負イオンによる除電性能を、負極

に帯電させた場合は正イオンによる除電性能を評価したことになる。測定

結果が「時間」で表されることから、イオナイザーの効果を判断しやすい

測定と言える。また、金属プレートを一時的に接地して残存電荷を除去し

た後、帯電プレートモニタの”0”電位を確認し、イオナイザーからの正負

イオンに暴露したときに測定される金属プレートの電圧変化を、イオンバ

ランス（またはオフセット電位）と呼ぶ。この測定は、イオナイザーが発

生したイオンの時間的、空間的な正負のバランスを評価するものである。 
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図 2.6 帯電プレートモニタの構成 9） 
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２．２ クリーンルームにおける静電気対策 

近年の半導体や液晶製造などの電子デバイス産業では、クリーンルーム

に代表されるクリーン化の技術が大きな役割を担っている。これらのクリ

ーンルームには、微粒子やガスなどの清浄度レベル、さらには温湿度や静

電気など、数多くの制御すべき要素がある。なかでも静電気は、製造環境

のいたるところで常に発生し、微粒子汚染の助長やデバイス破壊など、製

品の歩留まりや信頼性を低下させる直接的な原因となっており、深刻な問

題となっている。そのため、クリーンルームにおける静電気対策は、電子

デバイス製造環境においては必要不可欠な技術となっている。 

 

２．２．１ クリーンルームにおける静電気障害 1 ,12） 

クリーンルームにおける静電気障害は、①静電気の力学現象による障害

と、②静電気の放電現象による障害の 2 つに大別される。クリーンルーム

における代表的な静電気障害を以下に示す。 

 

①静電気の力学現象による障害 

 ・静電気力による微粒子付着、表面汚染 

（ESA：Electrostatic Attraction） 

 

帯電したデバイス、もしくは微粒子の静電気力（主にクーロン力）によ

り、デバイスに微粒子が付着し、表面が汚染される（図 2.713））。以下に詳

細に述べる。 
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ウェハの表面電位 0V                   ウェハの表面電位 4kV 

 

 

図 2.7 垂直一方向流(0.3m/s)中でのウェハ表面に対する 

微粒子沈着の可視化写真（模式図） 13） 
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帯電した物体表面への微粒子付着が静電気帯電によって促進されること

は、以前から経験的に知られていたが、1987 年に、ミネソタ大学の Liu ら

14)や、それに続く多くの研究者 15-17)によって、ウェハやガラス基板等の微

粒子汚染への静電気力の影響が、理論的かつ、定量的に、把握されるよう

になった。それにより、静電気が半導体デバイスや液晶などの製品の歩留

りに重大な影響を与えることが、再認識されるようになった。以下に、Liu

らの提唱した微粒子沈着モデルについて説明する。 

微粒子のウェハ上への付着は、一般に式 2.4 で表される平均沈着速度 Vd

によって評価される。この沈着速度は、単位時間、単位面積当たりに、ウ

ェハに付着する微粒子数（沈着フラックス J）に比例する。また、式 2.5～

式 2.7 はブラウン拡散、静電気力、重力による沈着速度 VD、Ve、Vg をそれ

ぞれ表している。これらの沈着速度を合計したものが、ウェハ上への平均

沈着速度 Vd となる。 

 

 

 

   𝑉𝑑 = 𝐽 𝑁⁄ = 𝑉𝐷 + 𝑉𝑒 + 𝑉𝑔        （2.4） 

 

   𝑉𝐷 = 1.08(𝐷 𝐷𝑤⁄ )𝑆𝑐
1 3⁄ 𝑅𝑒

1 2⁄
      （2.5） 

 

   𝑉𝑒 = 𝐶𝑐𝑛𝑝𝑒𝐸 3𝜋𝜇𝑑𝑝⁄           （2.6） 

 

      𝑉g = 𝐶𝑐𝜌𝑝𝑑𝑝
2𝑔 (18𝜇)⁄         （2.7） 
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ここで、 

 

    𝐽 ：ウェハ上への粒子の沈着フラックス[個/m2・s] 

        𝑁 ：ウェハ周りの粒子の平均濃度[個/m3] 

        𝑉𝐷 ：ブラウン拡散による粒子の平均沈着速度[m/s] 

        𝑉𝑒 ：静電気力による粒子の平均移動速度[m/s] 

        𝑉𝑔 ：重力による粒子の終末沈降速度[m/s] 

        𝐷 ：拡散係数[m2/s] 

        𝐷𝑤 ：ウェハ直径[m] 

        𝑆𝑐 ：シュミット数[－] 

        𝑅𝑒 ：ウェハ直径 𝐷𝑤 基準のレイノルズ数[－] 

        𝑛𝑝 ：電荷個数[個] 

        𝑒  ：電荷素量 1.6×10-19[A・s] 

        𝐸  ：平均電界強度[V/m] 

        𝜌𝑝 ：粒子密度[kg/m3] 

        𝜇  ：空気の粘度[kg/m・s] 

        𝑑𝑝 ：粒子直径[m] 

        𝐶𝑐 ：カニンガムの補正係数[－] 

        𝑔  ：重力加速度 9.8[m/s2] 

 

 

  式 2.5 は、Liu らが、Sparrow ら 18）の得たナフタリンを円板上から昇華

させた時の物質移動の実験式を、水平に置かれたウェハ上へのブラウン拡

散による沈着に適用して得られた式である。垂直に置かれたウェハ上への

沈着の場合は、式 2.5 の係数 1.08 を 0.739 に置換えれば良い。式 2.6

は、np 個の電荷を持つ荷電粒子が、電界強度 E 下で受ける静電気引力（ク

ーロン力）npeE と、それによる移動の際、荷電粒子が受ける空気の抗力 3

πμdpVe / Cc との釣合いの式より得られる。ただし、ウェハ表面では電界

強度 E に分布があるので、式 2.6 では E は平均電界強度を表している。よ

って、静電気による沈着速度 Ve も平均値を表す。また、式 2.7 は、粒子に

働く重力πρ pdp
3g/6 と、重力沈降の際受ける空気の抗力 3πμdpVg / Cc と

の釣合いの式より得られる。 
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 次に、図 2.8 は、Liu らが提案した上記のウェハ上への微粒子沈着モデ

ルを、江見 17）が実験的に検証したものである。2inch ウェハを 10cm/s の

下降整流下に水平に置いて、粒子とウェハが共に帯電していない場合と粒

子とウェハが互いに逆極性に帯電している場合（クーロン力が作用してい

る場合）で検証している。各粒子径における粒子上の電荷数の条件は、粒

子とウェハが共に帯電していない場合は 0 個、互いに逆極性に帯電してい

る場合は 1 個となっている。実際の製造環境においては、発生する微粒子

上の電荷の個数を推定することは難しいが、一般に大気中では両極イオン

濃度が約 103 個/cm3 であり、数十分で表 2.519）に示すような Boltzmann 平

衡電荷分布の状態になることが知られている。粒径が 0.01μm 以下のよう

な微粒子ではそのほとんどが無帯電で、粒径が大きくなるにつれ荷電粒子

数の割合が増えるが、正の荷電粒子と負の荷電粒子の存在割合は等量であ

る。また、イオナイザーのような高濃度の両極性イオンを発生する環境下

においては、ごく短時間で Boltzmann 平衡電荷分布の状態に達すると言わ

れる 8 ,19）。図 2.8 に示すように、実験データ（各シンボルのプロット）に

ばらつきはみられるが、計算結果（実線）と比較的良く一致することが分

かる。粒子径 dp が 1μm 以上では重力が支配的で、0.5μm 以下の粒子に対

してはブラウン拡散または静電気力が支配的となる。粒子上の荷電数 np=0

個、ウェハ帯電電位 V = 0V の時の左上がりの曲線は、ブラウン拡散による

微粒子沈着速度を、np= -1 個（1 個の負極性電荷 e = -1.602×10-19C を意

味する）、V = 100～1000V 時の左上がりの曲線は、ブラウン拡散と静電気

力の和による沈着速度を示している。この 0.5μm 以下の領域では、ブラウ

ン拡散のみの沈着速度に比べて、静電気力により、沈着速度が飛躍的に増

大することが分かる。また、粒径が小さいほど、微粒子沈着速度が大きく

なっていることから、クリーンルームにおける制御粒径が小さくなるほ

ど、静電気力（クーロン力）による微粒子汚染が、重大な問題になること

が予想できる。 
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図 2.8 水平に置かれたウェハに一定電圧を印加した時の帯電・無帯電粒 

子の沈着速度 17） 
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表 2.5 Boltzmann 平衡荷電分布のときのエアロゾル粒子の荷電分布数 19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



28 

 

②静電気の放電現象による障害 

 ・静電気放電による集積回路の破壊（ESD：Electrostatic Discharge） 

 

帯電したデバイス、もしくは人体や工具、生産装置などからの放電によ

る大電流が回路素子を貫通することによって、回路が熱破壊される（図

2.91 ,20））。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 放電による素子（フォトマスク）の破壊 1 ,20）  

 

 

 

 

 

 ・放電時の電磁波による生産装置の誤動作、データ破壊 

（ESI：Electrostatic Interference） 

 

放電（ESD）によって発生する電磁波によって、生産装置内の制御用 LSI

やメモリ用 LSI の誤動作を引き起こす 1）。 
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２．２．２ クリーンルームにおける静電気対策と問題点 

クリーンルームにおける静電気対策は、特に清浄度などを管理していな

い環境等で静電気対策を実施する場合と基本的には同様の手法であり、接

地や加湿といった導電化による静電荷の漏洩・緩和と、イオナイザーによ

る空気イオンを用いた除電、の 2 つの方法が主に用いられる。しかし、電

子デバイス製造などのクリーンルームにおいては、接地によってデバイス

が汚染される場合や、加湿した際の水分によってデバイスに悪影響が及ぶ

危険があるため 21 ,22）、後者のイオナイザーによる除電が有効である。 

クリーンルーム用のイオナイザーとしては、コロナ放電式イオナイザー

が主流となっているが 23)、より高清浄度のプロセスでの除電要求から、イ

オン生成の際に発塵が無い、低エネルギーの X 線（以下軟 X 線）をイオン

化源とする軟 X 線イオナイザーも用いられるようになった 24-26)。しかしな

がら、これらイオナイザーのクリーンルームでの使用にあたっては、コロ

ナ放電式イオナイザーの電極からの発塵現象 27 ,28)や、軟 X 線イオナイザー

使用時の人体の被曝防止対策 29-31)など、種々の問題があることが知られて

いる。これらの問題点については、次節以降で詳細に述べる。 
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２．２．３ コロナ放電式イオナイザーの問題点（電極からの発塵現象） 

 コロナ放電式イオナイザーの使用にあたっては、前述したように、放電

電極から発塵することが指摘されており、かねてから重大な問題となって

いる 27 ,28)。表 2.632）は、鈴木らが行った、クリーンルーム（0.1μm クラ

ス 10）内で、3 タイプのコロナ放電式イオナイザーからの定常状態におけ

る発塵濃度の測定結果の一例である。いずれのイオナイザーからも、0.1μ

m 以下の粒子が多数発生していることがわかる。また、図 2.1028 ,33)にも示

されるように、イオナイザー電極から生成する粒子の粒径分布は、0.1μm

以下が中心であることがわかる。 

 

表 2.6 各種イオナイザーからの発塵濃度（一例） 32） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.10 イオナイザー電極から生成する粒子の粒径分布 28 ,33) 
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 電極からの粒子生成のメカニズムについては、十分に解明されていな

い。しかし、多くの研究者ら 27 ,28 ,34 ,35)が行った研究結果から、①クリー

ンルームの清浄空気に含まれる微量不純物の電極上への付着（析出）およ

び再飛散と、②電極自身の摩耗の 2 つのメカニズムによって粒子が生成さ

れているものとみられている。 

表 2.728）および図 2.1128）は、並木が行った、イオナイザー電極からの粒

子生成メカニズムについて検討を行った結果である。表 2.7 によると、イ

オナイザーのタングステン電極における粒子生成機構は電極母材の摩耗

と、クリーンルーム空気中のガス－粒子変換、外来粒子の付着、の 3 つに

分類されている。図 2.11 は、高清浄度のクリーンルーム内（クラス 1）

で、イオナイザー電極直下と天井の ULPA フィルター直下から捕集した粒子

を分析した結果である。ケイ素（Si）が主に検出されているものの、電極

母材であるタングステン（W）が検出下限以下であることから、電極の摩耗

が粒子生成に与える影響は比較的小さいとしている。また、清浄度の高い

クリーンルーム内での測定であることから、外来粒子の付着は考えにく

く、イオナイザー電極からの粒子生成においては、Si 成分のガス-粒子変

換による SiO2 の生成が主なメカニズムであるとしている。さらに、イオナ

イザー電極から生成した粒子の主成分である Si の起源について、クリーン

ルーム構成材であるシリコンシーラントから脱ガスしたシロキサンである

と報告している。建設直後のクリーンルームにおける空気中のシロキサン

濃度が 9.4μg/cm3 に達するという報告 36）も併せて考慮すると、イオナイ

ザー電極からの生成粒子がシロキサンのガス-粒子変換によるものである可

能性は非常に高いと考えられる。この微粒子が電極に析出して成長し、製

品ダメージのリスクが高い大きさの粒子として再飛散した場合には、重大

な障害となることが判る。 
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表 2.7 イオナイザーのタングステン電極における粒子生成機構 28） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 イオナイザー電極直下、フィルター直下、屋外における粒子の 

元素濃度（PIXE 法） 28) 
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 一方、図 2.1232）は、鈴木らが行った、約 2000 時間使用したイオナイザ

ー電極の摩耗状態を SEM で観察したものである。電極材質はトリウム・タ

ングステン合金で、未使用電極に比較して正極電極が著しく摩耗してい

る。また、阪田ら 37 ,38）もタングステン電極において電極が摩耗する現象

を SEM や AES 分析、発塵測定にて確認しており、同様に正極電極の摩耗が

著しいことを報告している。正極電極の摩耗が著しい原因としては、正の

コロナ放電では、電極表面に O2
-、CO3

-、NO2
-などのマイナスイオンが吸収

される際に、酸化を伴うスパッタリングを受けることにより、摩耗が促進

されると考えられている。 

 以上より、コロナ放電式イオナイザーは、①クリーンルーム中空気に含

まれる微量不純物の電極上への付着（析出）および再飛散と、②電極自身

の摩耗によって発塵しており、クリーンルームで使用する場合には、発塵

源となってしまう問題がある。現状では定期的に電極先端の清掃や交換を

行うなどのメンテナンスが必須となっている。 
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（a）未使用電極 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）超音波洗浄後の正極電極 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）超音波洗浄後の負極電極 

 

図 2.12 約 2000 時間使用した後の電極（トリウム・タングステン合金）

の摩耗状態（175 倍） 32) 
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２．２．４ 軟 X 線イオナイザーの問題点（使用上の注意点） 39） 

 軟 X 線イオナイザーは、コロナ放電式と異なり軟 X 線によってガス分子

を直接イオン化してイオンを生成する、光照射式のイオナイザーの一種で

ある。特徴は、除電対象近傍の雰囲気で高濃度のイオンを生成するため、

気流の影響を受けることなく短時間での除電が可能で、残留電位が 0V であ

ること、さらに従来のコロナ放電式では不可能であった完全無発塵での除

電が可能なことである。図 2.1340）と表 2.840）に代表的な軟 X 線イオナイザ

ーとして、浜松ホトニクス㈱製フォトイオナイザ L9490 の外観と仕様を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.13 軟 X 線イオナイザー（浜松ホトニクス㈱製 L9490）の外観 40) 

 

表 2.8 軟 X 線イオナイザー（浜松ホトニクス㈱製 L9490）の仕様 40) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項　　　　　目 仕様

管電圧（DC） 　9.5 kV

管電流 　150 μ A

出力窓材 　ベリリウム（厚さ0.3mm）

イオン生成（軟X線出射）角 　約130°（円錐状）

軟X線波長 　1.3～4.1Å（ピーク 2Å）

軟X線エネルギー 　3～9.5keV（ピーク 6keV）
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軟 X 線イオナイザーの使用上、安全面から注意しなければならない点と

しては、イオン化源として放射線の一種である軟 X 線を用いていることが

挙げられる。図 2.1429）に示すように医療用レントゲン撮影に使用される X

線に比べると、波長が長く数十分の一のエネルギーと言われているが、人

体が直接軟 X 線に被曝した場合は、人体に悪影響を及ぼすため遮蔽が必要

となり、安全面から以下の法規が適用される。 

 

（１）電離放射線障害防止規則（電離則） 

 

（２）労働安全衛生法 

 

（３）労働安全衛生法施行令 

 

（４）労働安全衛生規則 

 

軟 X 線イオナイザー（L9490）は、（４）労働安全衛生規則第 88 条第 1 項の

「計画の届出をすべき機械等」を規定した放射線装置に該当し、使用事業

者は所轄の労働基準監督署長に設置する 30 日前までにその計画の届出が必

要である（（２）労働安全衛生法第 88 条第 1 項「計画の届出」）。また、防

護設備の外側における外部放射線による実効線量（1cm 線量当量）と空気

中の放射線物質による実効線量との合計が、3 月間につき 1.3mSv を超えな

いものであり、かつ、X 線照射中作業者の全部又は一部が防護設備の内部

に立ち入ることができないように、インターロック等の安全装置が具備さ

れている場合は、エックス線作業主任者の選任（（１）電離放射線障害防止

規則第 46 条）を必要としない。ただし、防護設備内部は管理区域にあた

り、（１）電離放射線障害防止規則第 2 章第 3 条の「管理区域の明示等」の

規定に該当するため、標識による管理区域の明示が必要である。軟 X 線の

遮蔽に関しては、電離則などの法的な要求を満足しているかどうかに関わ

らず、作業者の安全を考慮して適切に実施しなければならない。図 2.1540）

に示すように、遮蔽材として、2mm 厚以上の塩化ビニル板や 0.5mm 厚以上

のアルミニウム板、0.1mm 厚以上の鋼板を使用することで、ほぼ 100%遮蔽

可能で、防護設備において開口部などを的確に処理すれば比較的容易に遮
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蔽できる。 

 一方で、性能面での注意点としては次の点が挙げられる。生産装置の内

部などの狭小部では、様々な機器・部品が込み入って取り付けられている

ため軟 X 線イオナイザーの設置スペースを確保することが困難になってい

る。軟 X 線イオナイザーは、軟 X 線が照射されている空間の除電対象近傍

で高濃度のイオンを生成するが、軟 X 線が直接届かないエリアについては

除電効果が得られないため、生産装置内のような狭小部ではイオナイザー

の設置位置が無く、本来持っている除電効果を得られない。そのため、別

の対策が必要とされていた。 

以上より、軟 X 線イオナイザーをクリーンルームで使用する場合、発塵

などのコンタミネーションに係わる問題は無いが、人体の被曝防止のため

の安全対策が必須なことや、狭小部での除電効果が得られない点など、取

り扱い上の難点が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.14 波長分布と応用製品例 29) 

 

 

 

 

軟 X 線イオナイザー 
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図 2.15 各種材料による軟 X 線の吸収率（遮蔽率） 40) 
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２．３ まとめ 

第２章前半では、帯電体の除電方法とその理論、および除電装置（イオ

ナイザー）の種類と評価方法について概要を述べた。次に後半では、クリ

ーンルームにおける静電気対策と静電気障害について、静電気力が表面汚

染を助長する現象を中心に詳細に説明し、電子デバイス産業において静電

気対策が必要不可欠であり、コンタミネーションコントロールの観点から

も重要なファクターであることを明らかにした。またクリーンルームにお

ける静電気対策の問題点について述べ、コロナ放電式イオナイザーの電極

からの発塵メカニズムに関する既往の報告例から、放電電極からの発塵

は、クリーンルームエア中のシロキサンガスが粒子化し、電極上に堆積す

る現象と、電極自身の摩耗の、2 つのメカニズムによって起こることを説

明した。また、軟 X 線式イオナイザーの使用上の問題点について、安全

面、性能面から詳細に説明した。 
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第３章 クリーンルーム用低発塵イオナイザーの開発（コロナ放電式） 

 

３．１ 開発の背景と目的 

第２章で述べたように、現在電子デバイス製造のクリーンルームで広く

用いられているコロナ放電式イオナイザーは、クリーンルーム空気中の不

純物（主にシリコンシーラントから脱ガスしたシロキサンが粒子化した

SiO2 微粒子）の電極への析出・再飛散と、電極自身の摩耗の 2 つの原因

（図 3.1）によって発塵していることが知られている 1）。そのため、清浄

環境においては、コロナ放電式イオナイザーが発塵源となってしまう問題

が生じていた。鈴木ら 2）は、これまで、高純度 N2 ガスで電極周囲をパージ

することでシロキサンの析出を低減するシースエア機能と、耐摩耗性の特

殊金属放電電極を搭載した、シースエア式イオナイザーを開発し、コロナ

放電式イオナイザーからの発塵に対応してきた。図 3.2 にシースエア方式

の電極構造、図 3.3 に耐摩耗性特殊金属電極、図 3.4 にシースエア式イオ

ナイザーの外観をそれぞれ示す。しかしながら、近年の液晶パネル製造に

おけるガラス基板の大型化に伴い、シースエア式イオナイザーも大型化

し、シースエアとして用いる高純度 N2 ガスの使用量が著しく増加した。そ

のため、ユーザーから高純度 N2 ガス（ユーティリティコスト）の削減が求

められるようになった。また、耐摩耗性放電電極についても、従来のタン

グステン電極に比べて摩耗が少ないものの、摩耗はゼロでは無く、年に 1

回の交換を推奨しているため、更なる摩耗量の低減（長寿命化）が望まれ

ていた。そこで、これまでの方式に代わる、コロナ放電式イオナイザーか

らの発塵対策が必要となった。 

本章では、コロナ放電式イオナイザーを対象に、放電電極へのシロキサ

ン微粒子析出（付着）と電極の摩耗を抑制する新たな対策方法について提

示することを目的とした。前者の放電電極への微粒子付着問題について

は、放電電極を加熱することにより発生する熱泳動力を用いて微粒子の付

着を抑制し、製品ダメージのリスクがより高い大きさの粒子として再飛散

することを防止する方法、電極の摩耗問題に関しては、新たな電極材質を

用いて耐摩耗性を向上する方法を検討した。以降にその結果を述べる。 
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図 3.1 電極への不純物析出（付着）と電極の摩耗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 シースエア方式の電極構造 

 

 

Sheath air 

不純物の析出（付着） 電極の摩耗 



45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 耐摩耗性特殊金属電極 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 シースエア式イオナイザーの一例（KEYENCE 製 SJ-G シリーズ） 

 

未使用 約 1 年間使用 
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３．２ 電極加熱による熱泳動を用いた微粒子付着の抑制方法 

シースエア方式に代わる電極への微粒子析出（付着）の抑制方法とし

て、熱泳動力を用いる方式を考案した。温度勾配のある場に微粒子が存在

する場合、微粒子が低温側に向かう力を受け移動する現象を熱泳動とい

い、このとき微粒子が受ける低温側に向かう力を熱泳動力という 3）。この

方式は、電極先端部を加熱することによって、電極先端部から周囲の空間

に向かう熱泳動力を発生させ、シロキサン微粒子の電極先端への析出を抑

制し、製品ダメージのリスクが高い粒径に成長した粒子として再飛散する

のを防止するものである。また、本方式については、イオナイザー電極へ

シロキサン微粒子が析出する現象が、クリーンルーム中のシリコンシーラ

ントから発生したシロキサンガスが電極近傍で粒子化してから、その後、

電極へ付着することによって生じるものと仮定し、検討を進めている。 

 

３．２．１ 微粒子付着の抑制に必要な温度勾配の概算 

 熱泳動力によってイオナイザー電極への微粒子付着を抑制するために

は、その熱泳動力を得るための温度勾配を電極と周囲の空間との間に形成

する必要がある。ここでは、その必要な温度勾配を、気相中での微粒子の

沈着速度から概算して、電極への微粒子付着抑制の可能性を検討した。微

粒子の沈着のメカニズムとしては、ブラウン拡散や重力沈降、今回検討す

る熱泳動力の他、電界の影響がある場合には静電気力が作用する。これら

沈着力のうち、イオナイザー電極を加熱することで得られる熱泳動力が、

沈着と逆方向に作用して微粒子付着が抑制されるモデル（図 3.5）を設定

して概算を行う。しかし、実際のイオナイザー電極近傍における微粒子の

挙動から各種沈着速度を導くには系が複雑なため、Liu ら 4） が提唱した、

垂直一方向流内で水平に置かれたウェハ表面への微粒子沈着のモデルにお

ける沈着速度の推定式を適用した。Liu らは、Sparrow 5）らの行ったナフ

タリンを円板上から昇華させたときの物質移動の実験式をウェハ表面への

微粒子沈着に適用しているが、以降多くの研究者によって研究が進めら

れ、国内においても藤井ら 6）、阪田ら 7） によってその妥当性が実験的に示

されている。また、各沈着機構の加算性については、江見ら 8）によって、

各沈着機構を加算した場合と、沈着機構間の相互作用を考慮して複数の機

構を同時に考慮した場合について粒子の沈着速度を比較し、その差がさほ
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ど大きくないことが示されている。そこで、本論文では、Liu らが提唱し

た微粒子の沈着速度 VT の理論式（式 3.1）に、ウェハを加熱することによ

る熱泳動速度 VTM
9）を加算し、式 3.2 に示す、熱泳動力を考慮した沈着速度

VT とした。各の沈着機構による沈着速度はそれぞれ式 3.3～式 3.6 で表さ

れる。加算する熱泳速度 VTM は低温方向、つまり付着と逆方向に働くため負

の符号が付いており、これが図 3.6 のようにブラウン拡散等の沈着速度を

上回る場合に、微粒子付着が抑制される。このとき式 3.2 は VT = VTM ＋ VD 

＋ VG ＋ VE < 0 となり、この条件での熱泳動速度 VTM から必要な温度勾配

ΔT を求める。各式に用いる各係数や諸条件は以下のように与える。 

 

 

 

                        （3.1） 

 

                         （3.2） 

 

 

  𝑉𝑇𝑀 ：熱泳動力による沈着速度[m/s] 

         𝑉𝐷  ：ブラウン拡散による沈着速度[m/s] 

         𝑉𝐺  ：重力による沈着速度[m/s] 

         𝑉𝐸  ：静電気力による沈着速度[m/s] 

 

 

                                     （3.3） 
 

                                         （3.4） 

 

                                    （3.5） 

 

                                      （3.6） 

 

 

𝑉𝑇 = 𝑉𝐷 + 𝑉𝐺 + 𝑉𝐸  

𝑉𝑇 = 𝑉𝑇𝑀 + 𝑉𝐷 + 𝑉𝐺 + 𝑉𝐸  

𝑉𝑇𝑀 = −0.55𝜇∆𝑇 𝜌𝑔𝑇  

𝑉𝐷 = 1.08 𝐷 𝐷𝑊  𝑆𝐶
1 3 𝑅𝑒

1 2 
 

𝑉𝐺 = 𝐶𝐶𝜌𝑃𝐷𝑃
2𝑔 18γ  

𝑉𝐸 = 𝐶𝑐𝐹 3𝜋𝜇𝐷𝑃  
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                                     （3.7） 
 

 

 

     𝐷 ：拡散係数[m2/s] 

        𝐷𝑤 ：ウェハ直径 150[mm] 

        𝑆𝑐 ：シュミット数（=γ/D）[－] 

        𝑅𝑒 ：レイノルズ数（=UDW/γ）[－] 

        γ  ：空気の動粘度 1.56×10-5[m2/s] 

        𝐶𝑐 ：カニンガムの補正係数[－] 

        𝑈  ：垂直一方向流 0.35[m/s] 

        𝐷𝑃 ：粒子径[m] 

        𝐹  ：グレーディエント力 

        𝜀0  ：真空の誘電率 8.85×10-12[F/m] 

        𝜀𝑟  ：SiO2 粒子の比誘電率 4.6[－] 

        𝐸0 ：電極先端部の電界強度[V/m] 

        𝜇  ：空気の粘度 1.82×10-5[kg/m・s] 

        𝜌𝑃 ：粒子の密度[kg/m3] 

        𝜌g ：空気の密度 1.197[kg/m3] 

        𝑔  ：重力加速度 9.8[m/s2] 

        ∆𝑇 ：温度勾配[K/m] 

        𝑇  ：空気の絶対温度 296[K] 

 

 

 

 

 

 

 

 

𝐹 =
𝜋

4
𝐷𝑃

3 𝜀0 𝜀𝑟 − 1 

𝜀𝑟 + 2
・grad𝐸0

2
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図 3.5 電極先端部における熱泳動力による微粒子付着の抑制（モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 加熱ウェハ上での熱泳動力による微粒子付着の抑制（モデル） 
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対象とする粒子径は、0.001μから 0.1μm までの範囲とした。これは、「第

２章」で述べたとおり、イオナイザー電極から発生する粒子の中心粒径が

0.1μm 以下であることに基づいている。また、ガスと微粒子の境界につい

ては明確には定義されていないが、1nm（0.001μm）未満は原子・分子領域

に分類されるという大まかな境界が引かれている報告 1 ,10）を参考とすれ

ば、本検討においてはガスではなく粒子を対象とするため、下限の粒子径

を 0.001μm（1nm）とした。さらに対象の粒子は無帯電粒子とした。これ

は、イオン場におけるエアロゾル粒子は Boltzmann 平衡電荷分布の状態

で、そのほとんどが電荷を持たずに存在していることに基づいている。イ

オナイザーの放電電極近傍の電界中で無帯電粒子に作用する静電気力はグ

レーディエント力 F として式 3.711）、電界強度 E0 は印加電圧 AC7kV の交流

式イオナイザーの放電電極が形成する電界強度として図 3.712）の回転双曲

面対平板モデルから式 3.812）にて求め、微粒子に作用する静電気力による

沈着速度 VE に適用した。これらの条件で 0.001μm における各沈着速度を

求めると、ブラウン拡散による沈着速度は VD≒3.1×10-3[m/s]となり、重

力（VG）と静電気力（VE）による沈着速度はそれぞれ 10-18[m/s]、10-9 

[m/s]のオーダーとなることから、VD に比べ VG と VE はその影響がほとんど

無いことが判る。このとき、熱泳動力による沈着速度が他の沈着速度を上

回る、VT = VTM ＋ VD ＋ VG ＋ VE < 0 の条件で温度勾配ΔT を概算する

と、VD≒3.1×10-3 < VTM より、約 100,000 [K/m]と求められる。同様に各

粒子径における沈着速度を求め、温度勾配 ΔT を計算した結果を図 3.8 に

示す。粒子径が 0.001μm の微粒子が対象であれば、熱泳動力によって付着

を阻むために必要な温度勾配ΔT は約 100,000 [K/m]、粒子径が 0.01μm 以

上の微粒子が対象であれば、必要な温度勾配ΔT は約 5,000 [K/m]以下と

なる。熱境界層の厚さが通常 1mm 以下 13 ,14）であることを考慮すると、こ

の結果から、イオナイザー電極を加熱して、周囲の空間との間に 100℃程

度の温度差を形成することで、0.001μm 以上の微粒子の付着を抑制できる

可能性があると考えられる。 
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                                    （3.8） 12） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.7 回転双曲面対平板モデル 12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8 微粒子付着抑制に必要な温度勾配の概算結果 
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３．２．２ 微粒子付着抑制効果の確認実験 

（１） 実験概要および方法 

 微粒子付着抑制に必要な温度勾配の概算結果から、電極を加熱すること

で微粒子の付着を抑制できる可能性が示唆されたので、実際のイオナイザ

ーを用いて微粒子付着の抑制効果の確認実験を行った。実験装置の概略を

図 3.9 に示す。実験に用いたイオナイザーは交流式（パルス AC タイプ）

で、電極への印加電圧は AC7kV、交番の周波数は 33Hz、電極の直径はφ2mm

である。このイオナイザーを 2 台用い、一方の電極を加熱し（イオナイザ

ーA）、もう一方を加熱無し（イオナイザーB）の状態で一定時間運転し、運

転後の電極先端部の異物の付着状況を実体顕微鏡（KEYENCE 製 VXH-1000）

にて観察して比較した。イオナイザーA の電極の加熱温度は、温度勾配の

概算結果が 0.001μm 以上の粒子では 100℃前後であったことと、イオナイ

ザーの樹脂部分の耐熱温度が 100℃～130℃であることから、90℃程度を目

標とし、ニクロム線を用いて加熱を行った。電極の先端から 3～4mm 上部

（先端テーパー部から円柱状になった部分）にニクロム線を数回巻き付

け、電極の温度が目標の 90℃となるように、絶縁トランスの直流電圧をス

ライダックで調整しながら印加して加熱した。電極の温度は、ニクロム線

を巻き付けた部分（加熱部）を T 型熱電対にて、電極先端の直近部分（先

端部から 1mm 以内）を極細型の K 型熱電対（線径φ80μm）にて測定した。

電極の温度測定の詳細を 図 3.10 に示す。電極の先端部が直径約 50μm と

極めて微細で、ニクロム線の巻き付けや熱電対の取り付けが困難なため、

この方法で加熱および温度測定を行っている。なお、実際の電極先端部分

の温度が上記の理由で測定できないため、ニクロム線を巻き付けた加熱部

を 90℃とした時の電極先端部分の温度について、数値シミュレーションに

よる確認を行った。シミュレーション計算対象の電極、およびイオナイザ

ー筐体の形状は実物と同様とし、イオナイザー筐体の上部から 23℃、

0.3m/s の層流条件で給気し、下部から排気する条件で計算を行った。ま

た、一連の実験は、先ずイオナイザーA の電極の温度が目標の 90℃となる

よう絶縁トランスの出力電圧を設定し、その後、熱電対を取り外した状態

でイオナイザーA、B の 2 台を同時に運転し、異物付着量の比較を行う手順

とした。温度測定用の熱電対の取り付け位置が電極先端直近のため、熱電

対が異物の付着状況に影響することを防ぐためである。 
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図 3.9 微粒子付着抑制効果の確認実験装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.10 電極先端部の詳細（加熱部、温度測定部） 
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（２） 実験結果 

ニクロム線を巻き付けた加熱部を 90℃とした時の K 型熱電対による電極

先端の直近部分（先端部から 1mm 以内）の温度測定結果を図 3.11 に、電極

先端部分の温度のシミュレーション結果を図 3.12 に示す。ニクロム線を巻

き付けた加熱部が約 90℃の場合、図 3.11 に示すように電極先端の直近部

分の温度は平均で 87℃～88℃の間を推移していた。一方、図 3.12 のシミ

ュレーション結果では、ニクロム線を巻き付けた加熱部を 90℃に加熱した

場合、先端部は約 88.0℃～88.2℃となった。これらの結果から、ニクロム

線によって電極先端から 3～4mm 上部を 90℃に加熱した場合、実際の電極

先端部分の温度としては 87℃～88℃程度になっていると思われ、ほぼ目標

の 90℃に加熱できていることが判った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.11 熱電対による電極の温度測定結果 
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図 3.12 電極先端部温度のシミュレーション結果 
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次に、イオナイザーA とイオナイザーB の異物の付着状況の比較を示す。

初期状態の実態顕微鏡写真を図 3.13 に、約 800hr（33 日間）運転後の実態

顕微鏡写真を図 3.14 に示す。図 3.14 から、イオナイザーA とイオナイザ

ーB のどちらの電極先端部にもシロキサンが粒子化した SiO2 と思われる、

白い結晶状の異物が見られるが、付着量を比較すると明らかにイオナイザ

ーA の電極の付着量が少ない結果となった。この評価においては、定量し

得るのに十分な付着量ではなく、採取・計量できないため、実体顕微鏡写

真を用いた目視による定性評価としている。なお、繰り返し実験での付着

量比較についても、加熱無し＞加熱有りという同様の傾向を確認してい

る。この結果から、電極を 90℃程度に加熱する実験においても、熱泳動力

によって微粒子の付着を低減できる可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.13 電極先端部実体顕微鏡写真（初期状態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.14 電極先端部実体顕微鏡写真（約 800 時間運転後） 
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３．２．３ 様々な抵抗体の抵抗加熱による自己発熱型電極の発熱実験 

（１） 自己発熱型電極の発熱原理 

イオナイザー電極を加熱する手段としては様々な方法が考えられるが、

前述の実験のように、ニクロム線等の電熱線を直接電極に巻き付けて加熱

する方法は、実用上では幾つか問題がある。実際のイオナイザーには通常

数十本の電極が備わっており、その全てを加熱するための加熱電力（電

源）と、電極への電熱線の巻き付け加工が必要となり、大幅なコスト増が

予想される。また、電極と電熱線の系統が物理的に繋がるため、放電電流

が電熱線系統にリークする恐れもある。そこで、電極に抵抗体を組み込

み、イオナイザーから供給された電流がその抵抗体を流れることで発生す

るジュール加熱によって電極を加熱する、自己発熱型の電極を考案した。

図 3.15 に自己発熱型電極の構造を示す。イオナイザーの電圧を印加する電

圧印加部とコロナ放電発生部には、従来の電極材としても用いられるタン

グステンを用い、その間に抵抗体を挟み込んだ構造になっている。これに

より、加熱用の電源等を付加すること無く電極を加熱することが可能で、

実際のイオナイザーを想定した場合に、構造面、コスト面で有利であると

考えられる。また、一般に、抵抗体を流れる電流で発生するジュール加熱

の熱量は式 3.915）で表され、電流 I と抵抗 R がそれぞれ大きいほど発生す

る熱量は大きくなる。電極に組み込む抵抗体の抵抗値を調整することで、

電極の発熱温度を制御できると考えられる。 
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図 3.15 抵抗体のジュール加熱を用いた自己発熱型電極の構造 

 

 

 

 

 

                             （3.9） 15）  

 

 

  𝑄 ：熱量[J] 

           𝐼  ：電流[A] 

           𝑅  ：抵抗[Ω] 

           𝑡  ：時間[s] 

           𝑊 ：電力[J/s] 

 

 

 

 

電圧印加部 従来金属（タングステン） 

φ2mm 

コロナ放電発生部（電極先端） 抵抗体 

𝑄 = 𝐼2𝑅𝑡 = 𝑊𝑡 
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（２） イオナイザーを用いた自己発熱型電極の発熱実験 

 数種類の自己発熱型電極のサンプルを作成し、AC タイプのイオナイザー

の電圧印加により発熱が得られるか評価実験を行った。実験装置の概略を

図 3.16 に示す。AC タイプのイオナイザー（SIMCO-ION 製 MP5625）の周波

数を 15kHz（固定）、印加電圧を±4～6kV（イオナイザー設定±5kV）と

し、自己発熱型電極のサンプルに電圧を印加したときの電極の温度を測定

した。電極の温度は、電極先端の直近部分（先端部から 1mm 以内）に極細

型の K 型熱電対（線径φ80μm）を巻き付けて測定した。また、電極の抵抗

値の測定にはエレクトロメータ（ADVANTEST 製 R8252）を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.16 自己発熱型電極サンプルの発熱温度測定実験装置 

 

 

 

 

 

 

イオナイザー（ACタイプ15kHz）

自己発熱型電極（サンプル）

K型熱電対（φ80μm）
データロガー
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表 3.1 に 5 種類の自己発熱型電極サンプルについてその諸元、およびイ

オナイザーの印加電圧を±4～6kV（イオナイザー設定±5kV）として通電し

たときの 1hr 後の電極の温度測定結果を示す。なお、電極の初期状態の温

度は約 22℃であった。表 3.1 から、サンプル No.1（抵抗体：ZrO2）、No.2

（抵抗体：ABS 樹脂）の通電の電極温度は 32℃～33℃で、初期温度約 22℃

からの温度上昇幅は 10℃前後であった。No.1、No.2 は抵抗値が大きな

（1012～1013Ω）絶縁体であるため、イオナイザーから供給される電流が電

極を流れず、発熱しなかったと考えられる。また、電流が流れ難いのでコ

ロナ放電も非常に不安定であった。一方、抵抗体に SiC を用いた No.3、

No.4、No.5 の場合、86℃～160℃程度まで温度が上昇した。抵抗値が

No.1、No.2 に比べ低く（105～108Ω）、十分な電流が電極を流れたことを示

しており、安定したコロナ放電を確認した。 

次に、表 3.2 に示す、発熱が確認された No.3、No.4、No.5 の SiC を用い

た電極サンプルについて、電極温度と抵抗値の関係を図 3.17 に示す。図

3.17 から、電極温度と抵抗値との間には良好な相関が見られ、抵抗値が大

きいほど高い発熱温度が得られた。この関係から導かれた関係式 3.10 を用

いることで、今回の実験に用いたイオナイザーの印加電圧において、SiC

を組み込んだ自己発熱型電極の発熱温度を任意に制御することが概ね可能

である。式 3.10 より、必要な発熱温度から電極の抵抗値（実際にはほぼ

SiC 部分の抵抗値）を求め、次に式 3.1116）に示す抵抗体の抵抗率ρと長さ

l、断面積 S の関係から組み込む SiC の形状（体積）を決定することができ

る。一例として、図 3.18 に示すような形状の電極を想定すると、イオナイ

ザーの電極挿入部分から電極の直径を決定し、任意の抵抗率の SiC を選択

すれば、SiC 部分の長さのみを調整することで発熱温度を制御することが

可能となる。ただし、今回の実験で用いたイオナイザーで安定したコロナ

放電と発熱を得るためには、SiC を組み込んだ自己発熱電極の抵抗値は 105

～108Ω程度が適当である。 
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表 3.1 自己発熱型電極サンプルの諸元と発熱温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.2 サンプル No.3、No.4、No.5（SiC）の発熱温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンプル 抵抗体 抵抗値*1) 電極温度*2)

ABS 3.5×10
12
 Ω

3.8×105 Ω

No.4
SiC 1.4×107 Ω

No.1
ZrO2 1.5×1013 Ω

No.3

No.2

32.3 ℃

33.2 ℃

86.7 ℃

134.2 ℃

No.5
SiC 1.5×108 Ω

SiC

158.3 ℃

サンプル 抵抗値 *1) 電極温度 *2)

1.5×108 Ω 158.3 ℃

3.8×105 Ω 86.7 ℃

1.4×107 Ω 134.2 ℃

No.3

No.4

No.5

※1）抵抗測定時の印加電圧：200V 
※2）室温・電極初期温度：約 22℃ 
※3）イオナイザー印加電圧：AC5kV ±4～6kV AC 

※1）抵抗測定時の印加電圧：200V 
※2）室温・電極初期温度：約 22℃ 
※3）イオナイザー印加電圧：AC5kV ±4～6kV AC 
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図 3.17 電極サンプル（No.3、No.4、No.5）における 

電極温度と抵抗値の関係 

 

 

                                 （3.10） 

 

  𝑅  ：抵抗値[Ω] 

           𝑇  ：温度[℃] 

 

                                （3.11） 16）  

 

           𝜌  ：抵抗率[Ω・m] 

           l  ：抵抗体の長さ[m] 

           S  ：抵抗体の断面積[m2] 

 

 

 

 

図 3.18 SiC を組み込んだ自己発熱型電極の形状（一例） 
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３．２．４ SiC を組み込んだ自己発熱型電極の発熱特性 

（１） SiC を組み込んだ自己発熱型電極の周波数、電圧依存 

SiC を組み込んだ自己発熱型電極について、印加する交流電圧の周波数

や電圧が発熱に与える影響について調査した。図 3.19 に実験装置の概略を

示す。電極に、波形発生機付き交流高圧電源（Trek 社製 Model 10/10B お

よび Model 20/20C）を用いて交流電圧を印加したときの電極の温度上昇を

測定した。電極の温度は、極細型の K 型熱電対（線径φ80μm）を電極先端

部近傍に巻き付けて測定した。交流の周波数は 15kHz、1.5kHz、150Hz と

し、印加電圧は±5kV と±2.5kV とした（15kHz の±5kV のみ Model 20/20C

を使用）。また、測定に用いた電極の抵抗値は、1.2×107Ωであった。 

 図 3.20～図 3.22 に周波数ごとの電極の温度変化を示す。周波数 15kHz

で電圧を印加した場合は、電極の温度が上昇し、印加電圧が高い方が電極

温度も高い結果となった。周波数 1.5kHz の場合も同様の傾向を示すが、周

波数 15kHz よりは温度上昇は小さい結果となった。周波数 150Hz について

は印加電圧によらず温度上昇は見られなかった。これらの結果から、今回

検討した抵抗値 1.2×107Ω の SiC を組み込んだ自己発熱型電極で発熱を得

るためには、周波数は数 kHz 以上で高い方が、印加電圧も高い方が有利で

あることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.19 SiC を組み込んだ自己発熱型電極の発熱特性実験装置 

 

波形発生機付き
交流高圧電源

データロガー

K型熱電対
（φ80μm）

自己発熱型電極(SiC)

リング電極（接地）
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図 3.20  印加電圧による電極の発熱特性（周波数：15kHz） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.21 印加電圧による電極の発熱特性（周波数：1.5kHz） 
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図 3.22 印加電圧による電極の発熱特性（周波数：150Hz） 
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（２） SiC を組み込んだ自己発熱型電極の発熱に寄与する電流値の概算 

次に、SiC を組み込んだ自己発熱型電極の発熱に寄与する電流値を概算

した。そこでまず、電極が発熱する際の熱量からその電流値を算出した。

電極に、イオナイザーで電圧を印加（15kHz、±4～6kV）したときの温度変

化の測定装置を図 3.23 に、その温度変化を図 3.24 に示す。イオナイザー

に電極を取り付け、電極先端部の温度を極細型の K 型熱電対（線径φ80μ

m）にて測定した。なお、測定に用いた電極の抵抗値は、1.2×107Ωであっ

た。図 3.24 から、電圧印加開始から約 1 分以内で電極は最高温度約 120℃

に達した。ここから、電極の温度が上昇する際の熱量を求め、発熱に使わ

れた電流値を概算する。熱量の算出には、式 3.1217）を、電流値の算出には

前述の式 3.9（Q=I2R=W）を用いた。また、熱量の算出に用いる諸条件 18）は

表 3.3 に示す通りとした。温度上昇の熱量（エネルギー）を求めるには、

放射による熱損失を考慮して、物体の温度上昇のみに熱エネルギーが消費

される条件にて計算を行う方がわかり易い。そこで、Stefan-Boltzmann の

法則より、放射によるエネルギーは温度の 4 乗に比例し、温度が高くなる

ほど放射エネルギーは増大する 19， 20）ので、熱放射の影響が少ない低温側

のデータを用いて算出する。ここでは、図 3.24 中の温度上昇開始（電圧印

加開始）から 5 秒間とした。式 3.12 から、5 秒間の熱量は、約 2.6[J]と求

められ、1 秒間あたりの熱量としては 2.6[J]÷5[sec]で約 0.51[W]とな

る。ここで、前述の式 3.9 より電流値を算出すると、およそ I=210μA と求

められた。 
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図 3.23 SiC を組み込んだ自己発熱型電極の温度上昇測定装置の概略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.24 電極の温度上昇（イオナイザーでの電圧印加） 
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                     （3.12） 17）  

 

        ：熱量 [J] 

             ：比熱 [J/(g・K)] 

             ：密度 [g/cm3] 

             ：抵抗体の体積 [cm3] 

             ：温度差 [K（℃）] 

 

 

 

 

表 3.3 SiC の物性などの諸条件 18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

𝑄 = 𝐶𝑝𝜌𝑠𝑉∆𝑇 

J /（g・K ） 0.67

g /cm3 3.2

cm
3 0.0271

 開始 ：22.8℃

 5秒後：65.4℃

　比熱

　見掛密度

　SiC部分の体積

　温度上昇 K（℃） 42.6

𝐶𝑝  

𝜌𝑠  

𝑉 

∆𝑇  

𝐶𝑝  

𝜌𝑠  

𝑉 

∆𝑇  

𝑄 
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次に、イオナイザーから供給される電流値から、発熱に寄与した電流値

を概算した。はじめに、イオナイザーから電極への電圧印加によって、電

極に供給される電流値を求めた。図 3.25 にイオナイザーから供給される電

流値の測定方法を示す。イオナイザーの電極挿入部から電極までを電線で

接続し、その間に既知の抵抗（1MΩ）を挿入して抵抗前後の電圧から電流

値を算出した。抵抗前後の電圧は、高電圧プローブ（Tectronix 製 

P6015A、内部抵抗：100MΩ）を介してオシロスコープ（Tectronix 製

DS2014）によって測定した。図 3.26 に抵抗前後の電圧の測定値と、その電

圧差から算出した電流値を示す。イオナイザーから供給されるトータルの

電流値を it とすると、その最大値は約 2000μA であることが読み取れる。

ここから実効値としては、2000μA（MAX）×1/√2 より、およそ it＝1400

μA と求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.25 イオナイザーから電極に供給される電流値の測定 
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図 3.26 イオナイザーから供給される電流値（計算値） 

 

ここで求めた it＝1400μA の電流には、電極全体が近傍のリング電極

（接地極）との間に形成するコンデンサへの充放電に寄与する電流（iC と

する）と、電極先端からコロナ放電によって正負イオンとして放出される

電流（iD とする）が含まれると考えられる。そこで電極先端からコロナ放

電によってイオンとして放出される電流（iD）を求めるために、電極の先

端部を樹脂でモールドし、コロナ放電が発生しない状態にて電極の温度上

昇を測定した。図 3.27 に測定装置の概要を、図 3.28 に測定結果を示す。

図 3.28 から、コロナ放電が発生していない状態でも、コロナ放電が発生し

ている状態とほぼ同様の温度上昇を確認した。このとき、前項同様に温度

上昇開始（電圧印加開始）から 5 秒間の熱量を求めると、約 2.3[J]とな

り、1 秒間あたりの熱量としては 2.3[J]÷5[sec]で約 0.46[W]となる。式

3.9 から電流値は、およそ I=196μA と求められる。前項で求めた、コロナ

放電が発生している状態の電流値がおよそ 210μA であるので、その差の

14μA がコロナ放電によってイオンとして放出された電流値（iD）と考えら

れる。また、it から iD を差し引いた 1386μA が、電極がリング電極と形成

するコンデンサへの充放電電流（iC）と考えることができる（図 3.29）。 
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図 3.27 電極の発熱温度測定（コロナ放電無し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.28 電極の温度上昇（コロナ放電無し） 
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 図 3.29 イオナイザーから電極に供給される電流の内訳 
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次に、電極全体がリング電極と形成するコンデンサへの充放電電流

（iC）のうち、実際に発熱に寄与すると考えられる、SiC 部分の充放電電流

の概算を試みた。SiC 部分の充放電にかかる電流を iS とすると、電極全体

の充放電の電流（iC）に占める、SiC 部分の充放電電流（iS）の割合は、電

極全体のリング電極間のコンデンサの静電容量を Ct、SiC 部分のリング電

極間のコンデンサの静電容量を CS とすれば、それぞれの静電容量の割合と

等しいので、iS/iC＝CS/Ct と考えることができる。そこで、図 3.30、図

3.31 に示すように、電極全体を 2mm ごとのブロックに分割し、各ブロック

のリング電極間コンデンサの静電容量を求め、全体に占める SiC 部分の割

合を概算した。簡易的に、各ブロックのリング電極間コンデンサを平行平

板に置き換えて、リング電極との距離以外の条件を同一とすれば、式

3.13、式 3.1421）に示すように、静電容量は距離の逆数に比例するので、各

ブロックの静電容量は、係数を C と置き、C とリング電極からの距離の逆

数との積で扱うことができる。表 3.4 に、各ブロックのリング電極間コン

デンサの静電容量を示す。なお、図 3.30 に示す電極支持用の絶縁板は

PTFE 製なので絶縁板を介する部分の静電容量は、比誘電率を 2.0 として計

算した。表 3.4 から、電極全体のリング電極間のコンデンサの静電容量 CT

は、①～⑰の合計で Ct ＝1.853C[F]となる。一方、SiC 部分（以降）のリ

ング電極間のコンデンサの静電容量を CS は、⑩～⑰の合計で CS＝

0.469C[F]となる。よって、求める SiC 部分の充放電の電流 iS は、iS＝iC 

×（CS/Ct）＝1386μA×0.469C/1.853C≒350μA と求められる。また、先に

求めたコロナ放電による電流 iD（14μA）も SiC 部分を通過するので、こ

れを iS に加えると、発熱に寄与すると考えられる電流値は、およそ 360μA

前後となる。 

以上より、15kHz、±5～6kV の印加電圧によって、抵抗値 1.2×107Ωの

SiC を組み込んだ自己発熱型電極が 120℃程度に加熱する際の発熱に寄与す

る電流値を、発熱した熱量と、イオナイザーの供給電流値から概算した結

果、発熱量から求めた電流値は約 210μA、イオナイザーの供給電流から求

めた電流値は約 360μA となり、概ね数百 μA のオーダーであると予想され

る。また、コロナ放電によってイオンとして放出する電流値は十数 μA で

あることから、イオナイザーから供給された電流のごく一部であると考え

られる。 
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図 3.30 電極と電極支持用絶縁板の詳細（底面） 
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図 3.31 電極と電極支持用絶縁板の詳細（分割配置、側面） 
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または       （3.13） 21） 
 

            （3.14） 21） 

 

            ：平行平板コンデンサの静電容量 [F] 

：真空の誘電率 [F] 

：物体の誘電率 [F] 

：比誘電率 [-] 

                    ：平行平板電極の表面積 [m2] 

：平行平板電極間距離 [m] 

 

 

 

表 3.4 電極の各ブロックの接地極間コンデンサの静電容量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C = 𝜀0

𝑆

𝑑
 

C = 𝜀0

𝑆

𝑑
 

C = 𝜀0

𝑆

𝑑
 C = 𝜀0

𝑆

𝑑
 

C = ε
𝑆

𝑑
 C = 𝜀0

𝑆

𝑑
 

ε = 𝜀0𝜀𝑟 

ε = 𝜀0𝜀𝑟 
ε = 𝜀0𝜀𝑟 

ブロックNo. リング電極までの距離：d[mm] 1/d 静電容量（係数：C） 配置

① 9.4（PTFE） 0.106 0.212C

② 8.5（PTFE） 0.117 0.234C

③ 8.1（PTFE） 0.124 0.248C

④ 8.0 0.125 0.125C

⑤ 8.0 0.125 0.125C

⑥ 8.1 0.124 0.124C

⑦ 8.5 0.117 0.117C

⑧ 9.4 0.106 0.106C

⑨ 10.6 0.094 0.094C

⑩ 12.0 0.083 0.083C

⑪ 13.6 0.074 0.074C

⑫ 15.3 0.066 0.066C

⑬ 17.0 0.059 0.059C

⑭ 18.8 0.053 0.053C

⑮ 20.6 0.049 0.049C

⑯ 22.5 0.044 0.044C

⑰ 24.4 0.041 0.041C
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３．２．５ 自己発熱型電極イオナイザーの除電性能と異物付着抑制効果 

 次に、自己発熱型電極を取り付けたイオナイザーについて、除電性能と

異物付着抑制効果の確認評価を行った。 

 

（１）自己発熱型電極イオナイザーの除電性能 

除電性能は、電極 1 本あたりの有効除電電流と、帯電プレートモニタに

よる除電時間を測定し、一般的な市販のイオナイザーで用いられることの

多いタングステン電極と比較することによって評価した。測定に用いた電

極の抵抗値は、1.2×107Ωであった。 

 図 3.32 に有効除電電流の測定装置の概略を示す。自己発熱型電極とタン

グステン電極の形状は共通である。イオナイザーによる電圧印加は、15kHz

の交流電圧で約 5kV～7kV（イオナイザー設定）とした。有効除電電流の測

定は、第２章で述べた静電気ハンドブック記載の方法に準拠して行った

22）。電極の先端から 50mm 隔てた位置に絶縁された金属平板（200mm×

200mm）を配し、直流高圧電源（マクセレック製 Model AMK-20K1PNBX1）を

用いて、金属平板に+5kV または-5kV を印加したときに、金属平板に流れ込

む電流をデジタルマルチメーター（カスタム製 CDM-270 ）で測定した。 

 図 3.33 に測定結果を示す。電極への印加電圧が高くなるほど有効除電電

流値が増加しており、金属平板に補足されるイオン量が増えている。ま

た、自己発熱型電極とタングステン電極の有効除電電流値には大きな差は

みられなかった。 
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図 3.32 有効除電電流の測定装置概略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.33 有効除電電流の測定結果（正負イオン） 
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次に、図 3.34 に帯電プレートモニタによる除電時間の測定装置の概要を

示す。有効除電電流の測定と同様にそれぞれの電極を取り付け、電極の先

端から 50mm もしくは 200mm 隔てた位置に帯電プレートモニタ（Trek 製 

Model 158）の金属プレート（152 mm×152 mm, 20 pF±2 pF）を設置し、

+1000V または-1000V から 1/10 の±100V まで減衰する時間を測定した。除

電時間は短いほど、除電性能が優れていることを示す。また、金属プレー

トを正極性に帯電させた場合は、負イオンによる除電性能を、負極性の場

合は、正イオンによる除電性能を評価したことを示す。 

図 3.35 に負イオンによる除電時間の測定結果を示す。電極への印加電圧

が高くなるほど除電時間が短くなり、除電性能は向上している。また、有

効除電電流の測定と同様、自己発熱型電極とタングステン電極の除電時間

はほぼ同等で、大きな差はみられなかった。なお、正イオンによる除電時

間も同様の傾向を示した。 

以上の結果より、自己発熱型電極（SiC）のイオン生成能力は、同一の電

圧印加であれば、一般的なタングステン電極とほぼ同等の性能を有してお

り、イオナイザー（除電器）としての除電性能面で、問題無く適用可能で

あると思われる。 
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図 3.34 除電時間の測定装置概略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.35 除電時間の測定結果（測定距離：50mm） 
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（２）自己発熱型電極イオナイザーの異物付着抑制効果 

 図 3.36 に、自己発熱型電極の発熱による電極への異物付着抑制効果の確

認実験装置の概略を示す。同タイプのイオナイザー（シムコイオン製 

MP5625）を 2 台用意し、イオナイザーA には自己発熱型電極を、イオナイ

ザーB にはタングステン電極をそれぞれ 2 本ずつ（2 検体）装着して、一定

時間運転し、電極先端部への異物の付着状況を観察した。測定に用いた電

極の抵抗値は、1.2×107Ωであった。ここで自己発熱型電極は、電圧を印

加した際に SiC 部分の高抵抗（107Ω）により電圧降下が生じるため、SiC

部分を隔てたコロナ放電部は、電圧印加部より電圧が低くなる。そのた

め、2 台のイオナイザーが同一設定の場合、イオナイザーA の自己発熱型

電極は、イオナイザーB のタングステン電極より低い電圧でコロナ放電を

発生し、この差が異物付着量に影響を及ぼす恐れがある。そこで、イオナ

イザーA（自己発熱型電極）の印加電圧を 15kHz、約±5～6kV、イオナイザ

ーB（タングステン電極）の印加電圧を 15kHz、約±4～5kV とし、イオナイ

ザーA をイオナイザーB より 1～2kV 程度高く設定して実験を行った。この

設定は、前節３．２．４-（２）の発熱に寄与したイオナイザーからの供給

電流の測定において、抵抗体（SiC）以降を通過して発熱に寄与した電流値

が数百 μA という計算結果より、約 200μA としたときの電流値と電極の抵

抗値（1.2×107Ω）から、V＝IR＝200×10-6×1.2×107＝2400V と電圧降下

分を概算したことに基づいている。電極先端部の観察には、実体顕微鏡

（KEYENCE 製 VXH-1000）を用いた。また、除電性能の比較実験と同様、電

極の形状は共通である。 

 図 3.37～図 3.38 に、イオナイザーA（自己発熱型電極）とイオナイザー

B（タングステン電極）の異物の付着状況の比較の結果を示す。初期状態の

実態顕微鏡写真を図 3.37 に、約 860 時間運転後の状態を観察した顕微鏡写

真を図 3.38 に示す。イオナイザーA とイオナイザーB のどちらの電極先端

部にもシロキサンが粒子化した SiO2 と思われる、白い結晶状の異物が見ら

れるが、付着量を比較するとイオナイザーA の自己発熱型電極の付着量が

少ない結果となった。この結果から、自己発熱型電極をイオナイザーの放

電電極に適用することで、微粒子の付着を低減できることが示された。 
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図 3.36 自己発熱型電極の異物付着抑制効果確認実験 
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図 3.37 電極先端部実体顕微鏡写真（初期状態） 
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イオナイザーB（タングステン電極）約±4～5kV 印加 

 

 

図 3.38 電極先端部実体顕微鏡写真（約 860 時間運転後） 
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３．３ 耐摩耗性金属による放電電極の摩耗抑制 

コロナ放電式イオナイザーのもう一つの発塵原因である、放電電極の摩

耗について、鈴木ら 2）が開発した既存の耐摩耗性放電電極の摩耗量をさら

に低減するために検討を行った。既存の耐摩耗性電極は、基材にランタ

ン・タングステン合金を用い、表層をニッケルでメッキしており、従来、

広く使用されているタングステン電極に比べると、1/10 から 1/100 の摩耗

量であった 23）。しかしながら、既存の耐摩耗性電極からの電極材の飛散量

は 1.1×109atoms/cm2 で、ITRS ロードマップ（2011 年版）で許容されてい

る金属汚染量の値（5.0×109atoms/cm2）とほぼ同等 23）であることから、

さらなる摩耗量低減が求められていた。以下に、試作した新しい耐摩耗性

電極について摩耗量を評価した結果を述べる。 

 

３．３．１ 耐摩耗性電極材料の検討 

放電電極のコロナ放電による摩耗現象は、第２章でも述べたように正極

において著しく進行し、その原因としては酸化を伴う化学スパッタリング

が生じることに起因すると考えられている 24， 25）。そのため、電極表層の金

属の耐腐食性を向上することで、酸化されにくい状態、つまり化学スパッ

タリングされにくい状態をつくることが可能である。そこで、まず、金属

の腐食性を示す仕事関数に着目し、既存の耐摩耗性電極の表層金属である

ニッケルよりも大きな仕事関数を持つ金属を候補として選択した。仕事関

数は、金属結晶内の原子から電子を引き離すのに必要な仕事量で、この値

が大きいほど金属としては安定（不活性）で、酸化されにくいことを示す

26， 27）。さらに、金属の強度の面では、一般に、融点が高い物質ほど原子間

距離が短く、結合エネルギーが大きいので、物性としては強固となること

が知られている。そこで、ニッケルよりも高融点の金属を選択した。これ

らの条件から、表層の金属として、Ir（イリジウム）と Rh（ロジウム）を

選択した。表 3.527， 28）に、既存の Ni（ニッケル）と Ir（イリジウム）、Rh

（ロジウム）、他金属の物性表を示す。耐摩耗性電極の基材としては、既存

のランタン・タングステン合金を用いた。 
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表 3.5 各種金属の仕事関数と融点 27， 28） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金属 仕事関数 [eV] 融点 [℃]

 Ni（ニッケル） 4.61 1455

 Ir（イリジウム） 5.60 2446

 Rh（ロジウム） 4.98 1964

 Pt（白金） 5.36 1769

 Au（金） 4.71 1064



86 

 

３．３．２ 耐摩耗性電極の摩耗量の評価試験 

（１）耐摩耗性電極の金属飛散量 

 試作したイリジウムメッキ電極、およびロジウムメッキ電極の、コロナ

放電時における金属飛散量の測定を行った。試作したイリジウムメッキ電

極、ロジウムメッキ電極の表層金属（イリジウム、ロジウム）のメッキ厚

さは製作上の制限から 10μm 以下であった。図 3.40 に実験装置を示す。一

方向流タイプのクリーンルーム（0.02μm Class1、一方向流 0.3m/s、

23℃）内に、パルス DC タイプのイオナイザー（シムコイオン製

Nilstat5184e、印加電圧：＋23kV/－23kV、交番タイミング：1 秒）を設置

し、そのイオナイザーにそれぞれの電極を装着してコロナ放電を発生させ

る。電極の直下にはφ100mm の鏡面ウェハを設置して、193 時間運転後、鏡

面ウェハの表面をフッ酸で溶かし出し、鏡面ウェハ上にトラップした各電

極の表層部の金属であるイリジウム原子またはロジウム原子の量を、誘導

結合プラズマ質量分析法（ICP-MS）により定量分析した。尚、用いた電極

の形状は、φ2mm×27mmL で、電極先端が約φ50μm の円錐台形である。 

 試作したイリジウムメッキ電極、ロジウムメッキ電極の表層部からの金

属原子の飛散量の定量分析結果を表 3.6 に示す。比較として、既存の耐摩

耗性放電電極（ニッケルメッキ）も示す。イリジウムメッキ電極の金属原

子飛散量は既存のニッケルメッキ電極のおよそ 1/100、ロジウムメッキ電

極の金属原子飛散量は、既存の 1/100 以下であった。 
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図 3.40 金属飛散量測定の実験装置 

 

 

 

 

表 3.6 金属飛散量測定の測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パルスDCイオナイザー

イリジウムメッキ電極
または

ロジウムメッキ電極

＋極 －極

200mm

150mm
4インチウェハ

Ir（イリジウム）原子数 Rh（ロジウム）原子数 Ni（ニッケル）原子数○）

[atoms/cm2/hr] [atoms/cm2/hr] [atoms/cm2/hr]

＋電極直下 2.5×107 － 1.1×109

－電極直下 － － 1.6×108

バックグラウンド － － －

検出下限値 0.8×107 1.6×107 2.6×107



88 

 

（２）耐摩耗性電極の長期耐久試験 

 次に、試作したイリジウムメッキ電極、およびロジウムメッキ電極の長

期耐久試験を行った。実験装置を図 3.41 に示す。上述のクリーンルーム内

に、パルス DC タイプのイオナイザー（シムコイオン製 AeroBar Model 

5225S）を設置して、その正極と負極用の 8 対のチャックに、それぞれイリ

ジウムメッキ電極 3 対、ロジウムメッキ電極 3 対、比較のためにタングス

テン電極 1 対と既存のニッケルメッキ電極 1 対を装着して運転した。イオ

ナイザーの設定は、印加電圧を+5.1kV/-4.8kV、交番タイミングを 1 秒、と

した。電極の形状は、金属飛散量測定と同様で、運転時間は約 1 年間

（10200 時間）とした。 

 長期耐久試験の結果を図 3.42～3.45 に示す。これらの写真は、未使用

（初期状態）と約 1 年経過後の各電極の状態を、実体顕微鏡（キーエンス

製 VHX-100）で撮影したものである。一般に使用されているタングステン

電極は、著しく磨耗（形状変化）しているが（図 3.42）、既存のニッケル

メッキ電極、試作したイリジウムメッキ電極とロジウムメッキ電極は、摩

耗が無いことが分かる（図 3.43～図 3.45）。ただし、3 対のロジウムメッ

キ電極の内 1 対は、正電極に摩耗が確認された。ロジウムメッキ電極につ

いては、製作の段階で、基材のランタン・タングステンにロジウムがメッ

キしにくいことが判っており、そのため品質にバラツキ出てしまったもの

と思われる。対策としては、基材にロジウムをメッキした後、水素雰囲気

中で焼き締め処理（500℃、20min 程度）を施すことで、基材とロジウムメ

ッキの接着度が向上すると思われる。尚、負極については、ほとんど摩耗

（形状変化）が確認されなかった。 
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図 3.41 長期耐久の実験装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未使用（初期状態）          約 1 年経過後 

 

 

図 3.42 タングステン電極の摩耗状態（正極） 

 

 

 

250μm 
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パルスDCイオナイザー
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未使用（初期状態）          約 1 年経過後 

図 3.43 既存のニッケルメッキ電極の摩耗状態（正極） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未使用（初期状態）          約 1 年経過後 

図 3.44 イリジウムメッキ電極の摩耗状態（正極） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未使用（初期状態）          約 1 年経過後 

図 3.45 ロジウムメッキ電極の摩耗状態（正極） 
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250μm 250μm 

250μm 250μm 
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３．４ まとめ 

第３章では、クリーンルーム用としてコロナ放電式イオナイザーを適用

するための低発塵化について検討した。 

前半では、コロナ放電式イオナイザーの放電電極への微粒子付着に起因

する発塵に対して、放電電極を加熱することにより発生する熱泳動力を用

いて微粒子の付着防止を試みた、電極加熱式イオナイザーを提案した。以

下に検討結果を示す。 

①簡易モデルを設定して微粒子付着の抑制が可能な熱泳動力を得るための

温度勾配を試算した結果、0.001μm 以上の粒子に対しては、100℃以下

の温度差を周囲との間に形成すれば良いことが示された。 

②イオナイザー電極を 90℃程度に加熱する実験にて、電極を加熱しない場

合に比べて異物付着量が減少する結果を得た。 

③実用的な電極の加熱方法として、抵抗体のジュール加熱を用いた自己発

熱型電極を考案し、抵抗体の抵抗値を調整することで任意の温度に加熱

可能であることが示された。 

④抵抗体に SiC を組み込んだ自己発熱型電極（以降 SiC 電極）の発熱につ

いて、イオナイザーの交流電圧の周波数は数 kHz 以上で、電圧が高いほ

ど、発熱量が大きいことが示された。 

⑤SiC 電極が 120℃程度に発熱する場合、イオナイザーから供給される電流

のうち、発熱に寄与するのは数百μA 程度、コロナ放電電流は十数 μA

程度あると考えられる。 

⑥SiC 電極を用いた電極加熱式イオナイザーについて、除電性能、微粒子

付着防止効果の評価実験を行い、従来のイオナイザー電極と同等の除電

性能を有しながら、微粒子付着量を低減できることが示された。 

 

また後半では、イオナイザーの放電電極の摩耗に起因する発塵に対し

て、現行電極の耐摩耗性能の向上について検討した。電極の表層金属とし

て、現行の表層金属のニッケルよりも仕事関数が大きく、融点の高いイリ

ジウム、ロジウムを配することで、電極からの金属飛散量を現行の 1/100

以下に抑え、耐摩耗性が向上することが示された。 

 



92 

 

第３章 参考および引用文献 

 

1）  並木則和：クリーンルーム環境におけるガス－粒子変換―イオナイザ

電極における粒子生成に着目して―，クリーンテクノロジー，4 巻 7 号

（1994）p.67 

2）  鈴木政典，鈴木国夫，田中政史，山路幸郎：無発塵空気イオン化シス

テムの開発，空気清浄，26 巻 5 号（1989）p.48 

3）  鈴木佐夜香，桑名一徳，土橋律：すすの熱泳動挙動の予測手法に関す

る研究，日本燃焼学会誌，52 巻 159 号（2010）p.68 

4）  B.Y.H.Liu，B.Fardi，K.H.Ahn：Deposition of Charged and 

Uncharged Aerosol Particles on Semiconductor wafers，Proceeding 

of 33rd Annual Technical Meeting of the IES（May,1987）p.461 

5）  Sparrow，E.M，G.T.Geiger：Local and average heat transfer 

characteristics for a disk situated perpendicular to a uniform 

flow ，J.Heat Transfer，Vol.107（5.1985）p.321 

6）  藤井修二，謝国平，金光映：整流型クリーンルーム内における粒子沈着

モデルの提案，エアロゾル化学・技術研究討論会論文集（1988）p.28 

7）  阪田総一郎，池鯉鮒悟，井上正憲，吉田隆紀，岡田孝夫：クリーンルー

ム内の静電気による粒子沈着，エアロゾル化学・技術研究討論会論文集

（1988）p.36 

8）  江見準，大谷吉生，金岡千嘉男，加藤薫：ウェハ表面への微粒子の沈着，

第 8 回空気清浄とコンタミネーションコントロール研究大会予稿集

（1989）p.9 

9）  ウィリアム C.ハインズ，（早川一也 訳）：エアロゾルテクノロジー，

井上書院（1985）pp.149-155 

10）岩田康嗣：クラスターフルーツ，真空，vol.35（1992）pp.734-740 

11）静電気学会編：静電気ハンドブック，オーム社（1981）p.37 

12）静電気学会編：静電気ハンドブック，オーム社（1981）p.172 

13）ウィリアム C.ハインズ，（早川一也 訳）：エアロゾルテクノロジー，

井上書院（1985）p.149 

14）S.K.フリードランダー：エアロゾルの科学，産業図書（1983）p.67 

15）静電気学会編：新版 静電気ハンドブック，オーム社（1998）p.928 



93 

 

16）静電気学会編：静電気ハンドブック，オーム社（1981）p.39 

17）杉山幸男，黒田正和，架谷昌信：演習化学工学，共立出版（1981）

p.17 

18）KYOCERA：炭化珪素詳細情報-SC-211 特性表 

19）架谷昌信：最新 伝熱計測技術ハンドブック，テクノシステム

（2011）p.213 

20）和田正信：放射の物理，共立出版（1982）pp.51-56 

21）静電気学会編：静電気ハンドブック，オーム社（1981）pp.27-31 

22）静電気学会編：新版 静電気ハンドブック，オーム社（1988）pp.383-

393 

23）鈴木政典，佐藤朋且：クリーンルーム用イオナイザーの電極材料と摩

耗防止について影響，第 23 回 EOS/ESD/EMC シンポジウム予稿集

（2013）p.98 

24）阪田総一郎，岡田孝夫：コロナ放電極の発塵機構の解析，静電気学会

講演論文集（1991）p.397 

25）阪田総一郎，岡田孝夫：クリーンルームにおける静電気障害とイオナ

イザによる帯電防止，静電気学会誌，15 巻 2 号（1991）p.134 

26）香月和男：初歩の電気物理読本，オーム社（1981）p.13 

27）伊藤伍郎：改訂 腐食科学と防食技術，コロナ社（1979）pp.14-16 

28）国立天文台編：理科年表，丸善（2003）pp.393-407 



94 

 

第４章 クリーンルーム用無発塵イオナイザーの開発（軟 X 線式） 

 

４．１ 開発の背景と目的 

コロナ放電式イオナイザー同様、電子デバイス製造のクリーンルームの

静電気対策として、軟 X 線イオナイザーも利用されるようになってきた 1-

3)。このイオナイザーは、軟 X 線によってガス分子を直接イオン化してイ

オンを生成する、光照射式のイオナイザーの一種で、除電対象近傍の雰囲

気で高濃度のイオンを生成するため、除電性能が優れている。また、コン

タミネーションコントロールの面から、従来のコロナ放電式では不可能で

あった完全無発塵での除電が可能なことが最大の特徴である。この利点を

活かし、より高清浄度を要求するプロセスや、近年では医薬品の製造分野

への適用も増えている。しかしながら、第２章でも述べたように、軟 X 線

イオナイザーの使用にあたっては、人体の被曝防止のため、法規に基づい

た設置エリアの区画やインターロックなどの防護対策が必須となる 4-6)点

や、生産装置内の狭小部では軟 X 線イオナイザーの設置スペースが確保で

きない問題、障害物により軟 X 線が除電対象に直接届かない部位の除電効

果が得られない点など、取り扱い上の難点があった 1)。 

本章では、上記に示した軟 X 線イオナイザーの取り扱い上の難点（安全

面、性能面）を解決する新たな方式について提示することを目的とした。

軟 X 線イオナイザーの安全使用に関しては、イオナイザーに軟 X 線遮蔽構

造を付加することで、軟 X 線の外部への漏れが無い状態でイオンを供給す

る方式を検討し、その遮蔽効果を確認した。また、除電性能に影響を及ぼ

す因子として、イオナイザーへの供給エアー量やイオナイザーチャンバー

内の軟 X 線強度、チャンバー内の気流性状などが考えられたため、これら

諸因子が除電性能へ与える影響について調査した。一方、狭小部の除電対

策としては、イオンをチューブで搬送する方式において、イオンの搬送効

率向上のために、水蒸気凝縮を利用してイオンを粗大化する方式を検討し

た。このイオナイザーについても、除電性能に影響する因子として、水蒸

気凝縮のための加湿空気の導入方法や、冷却空気の温度条件などが考えら

れたことから、これら諸因子が除電性能に与える影響について調査した。

以降にその結果を述べる。 
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４．２ 遮蔽構造を持つ軟 X 線式イオナイザー 

従来の軟 X 線イオナイザーの最大の特徴である、無発塵でイオンを生成

する利点を活かしながら、設置場所において軟 X 線遮蔽の必要が無い、安

全なイオナイザーを考案した。このイオナイザーは、軟 X 線ヘッドに空気

イオン化用のチャンバーを取り付け、このチャンバー内で軟 X 線を照射す

ることで、チャンバー内に導入された清浄度の高い圧縮空気（クリーンド

ライエア）をイオン化し、除電対象に吹き付けて除電するものである。使

用する圧縮空気の清浄度が確保されていれば、原理的に無発塵でイオンを

供給できる、クリーンなイオナイザーである。また、イオン化チャンバー

については、イオン化エアーの吹き出し部が気流（イオン化エアー）は通

過するが、軟 X 線は遮蔽する構造となっており、軟 X 線の遮蔽チャンバー

としての機能も併せ持っている。図 4.1 に、考案した遮蔽構造を持つ軟 X

線イオナイザーの外観を示す。角柱状のチャンバーの吹き出し部は、1 枚

の厚みを持った多孔板状の構造となっており、この孔の孔径および板厚に

よって軟 X 線を遮蔽しながらイオンを供給する原理となっている。これ

は、第 2 章でも述べたように、イオナイザーとして用いられる軟 X 線の波

長は他の X 線よりも長く、エネルギーが小さいため比較的遮蔽が容易であ

る特徴を利用したもので、軟 X 線が透過しない材質であれば、軟 X 線の直

達成分は遮蔽され、ほぼ反射も無いので、軟 X 線の漏洩については空気散

乱成分のみを考慮すればよい。これにより、イオン（空気）が十分に通過

する孔（開口）もった軟 X 線の遮蔽構造が可能になっている。ここで、本

イオナイザーが軟 X 線の遮蔽構造である点について、第２章で述べた軟 X

線イオナイザーの使用に係る関連法規のうち、電離放射線障害防止規則

（電離則）に定める管理区域の考え方に則れば、本イオナイザーのイオン

化チャンバー（軟 X 線遮蔽チャンバー）内が管理区域にあたり、チャンバ

ー外側の漏洩軟 X 線量は、3 月間につき 1.3mSv 未満である必要がある。し

かし、1.3mSv/3 ヶ月未満の軟 X 線漏洩量は、その一日あたりの稼働時間

（軟 X 線照射時間）によって線量率（1hr あたりの線量）が異なってしま

う。そこで、X 線応用装置の筐体外側における線量率の許容値が、慣例的

に安全上 1μSv/hr であることに準じ、ここでは、遮蔽の基準値を、チャン

バーからの軟 X 線の漏れ線量率が 1μSv/hr 以下として検討を進めている。 
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図 4.1 遮蔽構造を持つ軟 X 線イオナイザーの外観 
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４．２．１ 軟 X 線の遮蔽構造の検討 

 考案した軟 X 線イオナイザーにおける遮蔽構造について検討を行い、チ

ャンバー外側における軟 X 線の漏れ量率が、基準値である 1μSv/hr 以下で

あることを確認した。以下に、検討した結果について述べる。 

 

（１）軟 X 線の空気中での減弱特性 7） 

 イオナイザーのイオン化エアー吹き出し部、つまりイオン化チャンバー

の遮蔽性能を評価するためには、チャンバー内での軟 X 線の強度と、孔を

透過してくる軟 X 線量を把握しなければならない。そこでまず、軟 X 線の

空気中での距離による減弱特性を調べた。実験は、図 4.2 に示すように、

軟 X 線ヘッド（浜松ホトニクス製 仕様-表 4.1）の照射方向に、測定窓が

光軸上になるように電離箱式サーベイメータ（ビクトリーン製 450B-SI）

を設置し、線源から光軸に沿ってサーベイメータを遠ざけながら、線量率

を測定した。軟 X 線ヘッドから照射される軟 X 線は 130°の円錐上に広が

るが、光軸上の線量率が最も強度が大きい分布となるため、この点で測定

を行った。軟 X 線ヘッドの仕様を表 4.1 に、測定結果を図 4.3 に示す。軟

X 線の線量率は、距離の増加に伴い急激に減衰し、減衰の特性としては、

4.1 式で近似された。 

 

                                             (4.1) 

                        ：軟 X 線の線量率[μSv/hr] 

                        ：線源からの距離[mm] 

 

表 4.1 軟 X 線ヘッドの仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

I = 4.0 × 106𝑒−0.0055𝑋 

I 
X 

項　　　　　目 仕様

管電圧（DC） 　9.5 kV

管電流 　150 μ A

出力窓材 　ベリリウム（厚さ0.3mm）

イオン生成（軟X線出射）角 　約120°（円錐状）

軟X線波長 　1.3～4.1Å（ピーク 2Å）

軟X線エネルギー 　3～9.5keV（ピーク 6keV）
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図 4.2 空気中における軟 X 線の線量率測定装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 空気中における軟 X 線の減弱特性 
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（２）イオン化チャンバーの孔からの軟 X 線の透過率 

 チャンバー内に照射された軟 X 線は、その一部が孔を通過して、チャン

バー外に漏洩する。そこで、イオン化チャンバー内の軟 X 線強度と、孔か

らの軟 X 線の透過線量率との関係、つまり、孔の軟 X 線透過率を調べた。

実験装置を図 4.4 に示す。実験を簡便にするため、多孔板の孔を金属のパ

イプで代用して、孔の孔径をパイプ径、多孔板の板厚をパイプ長として評

価を行った。金属パイプのサンプルは、孔径（d）φ2mm、φ3mm、φ4mm、

φ5mm、長さ（L）φ10mm、φ15mm、φ20mm、φ25mm、φ30mm、φ50mm でア

ルミ製とした。軟 X 線ヘッドを収めたステンレス筒の中で軟 X 線を照射

し、線源からの距離を変ながら、軟 X 線の照射方向（光軸）に対して垂直

にパイプを打ち込み、パイプからの漏れ線量率をサーベイメータ（アロカ

製 ICS-321R1）で測定した。サーベイメータは、打ち込んだパイプの出口

端面から実行中心までの距離が 65mm の位置に設置した。軟 X 線のパイプか

らの透過率は、図 4.4 中の①の軟 X 線強度をパイプ通過前の入射線量率

（Iinlet）、②の位置でサーベイメータによって測定される漏れ線量率を透過

線量率（Ioutlet）とし、透過線量率を入射線量率で除して求めた。軟 X 線源

から任意の距離における入射線量率は、前項の軟 X 線の空気中での減弱特

性から求めた式 4.1 を用いて計算した。 

図 4.5～図 4.8 に、種々のパイプ 1 本あたりの、入射線量率と透過率の

関係を示す。入射線量率が小さいほど（軟 X 線源からの距離が長いほど）

透過率は小さく、入射線量率の増加とともに（軟 X 線源に近くなるほど）

透過率は大きくなることがわかる。これは、軟 X 線ヘッドから照射される

軟 X 線の直達成分はパイプによって 100%カットされているが、入射線量率

が大きいほど、つまり軟 X 線源に近いほどまた、パイプの入り口近傍にお

ける軟 X 線の散乱成分の線量率が大きくなるため、透過率が大きくなった

と考えられる。また、パイプの径は小さいほど、パイプの長さは長いほど

透過率は小さく、軟 X 線を遮蔽し易いことがわかる。これより、パイプへ

の入射線量率が大きい場合（軟 X 線源に近い位置）では、径が小さく、長

いパイプを用いることで軟 X 線の漏れを防ぐことができ、パイプへの入射

線量率が小さい場合（軟 X 線源から離れた位置）では、パイプ径が大き

く、長さが短いパイプを選択できる。イオナイザーとしては、イオンの供

給量と除電性能が比例するため、より多くのイオン化エアーを除電対象に
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供給する必要がある。そのため、孔内を正負イオンが通過する際の再結合

による消耗や、空気の圧力損失を考慮すると、なるべくパイプ径が大き

く、パイプ長が短いものが有利となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 パイプからの軟 X 線漏洩量測定の実験装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d

Shielding cylinder
（SUS）Pipe

Soft X-ray tube

65mm

Survey meter (ICS-321R1)

20mm～200mm

L

Effective
        center mark

①Iinlet

②Ioutlet



101 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 チャンバー内軟 X 線強度（入射線量率）と透過率（径：φ2mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6 チャンバー内軟 X 線強度（入射線量率）と透過率（径：φ3mm） 
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図 4.7 チャンバー内軟 X 線強度（入射線量率）と透過率（径：φ4mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.8 チャンバー内軟 X 線強度（入射線量率）と透過率（径：φ5mm） 
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（３）遮蔽構造の設計 

 次に、前項の金属パイプにおける軟 X 線の透過率のデータを用いて、軟

X 線の漏れ線量を 1μSv/hr 以下にするための、多孔板の孔の孔径と板厚の

設計を行った。 

 多孔板の孔を通過する前の軟 X 線強度を入射線量率 Iinlet 、孔を透過し

てくる軟 X 線の漏れ線量率を透過線量率 Ioutlet とすると、その透過率は P = 

Ioutlet /Iinlet で表される。多孔板からの軟 X 線の漏れ線量率を 1μSv/hr 以

下とするためには、Ioutlet = 1μSv/hr となる条件の孔（孔径、長さ）を、

前項の金属パイプの透過率のデータから選定すれば良い。ここで、イオン

化チャンバー内における、軟 X 線源から任意の距離の入射線量率 Iinlet は、

前述の軟 X 線源から任意の距離 X における軟 X 線強度（空気中の減弱特

性）から導いた 4.1 式を用いて計算する。 

 

                                             (4.1) 

 

また、透過線量率 Ioutlet が常に 1μSv/hr となる透過率を P1 とすると、P1 は

4.2 式のように求められる。  

 

                                                          （4.2） 

 

次に、前項で透過率を求めた金属パイプのサンプルの中から、実際の多孔

板の形状を考慮し、製作し易いように 4 種類の金属パイプ（パイプ a：

φ3mm×10mmL、パイプ b：φ3mm×20mmL、パイプ c：φ4mm×10mmL、パイプ

d：φ4mm×20mmL）を選択する。これらの金属パイプの、軟 X 線源から任意

の距離における透過率を、それぞれ Pa、Pb、Pc、Pd とすると、4.2 式に示す

P1 と比較して、P1＞Pa、Pb、Pc、Pd となる金属パイプを選定することで、透

過線量率が常に 1μSv/hr 以下となる。図 4.9 に P1 と Pa、Pb、Pc、Pd の比較

を示す。図 4.9 で、P1 を下回る金属パイプのうち、なるべく径が大きく、

長さが短いものを選定することで、軟 X 線の漏れ線量率を抑える一方で、

除電性能面でも有利となる。これより、パイプ b：φ3mm×20mmL、パイプ

d：φ4mm×20mmL を選定し、多孔板の孔の孔径を φ3mm、φ4mm、多孔板の

板厚を 20mm と決定した。設計した多孔板の詳細を図 4.10 に示す。多孔板

𝐼𝑥 = 4.0 × 106𝑒−0.0055𝑥 

𝑃1 = 𝐼𝑜𝑢𝑡𝑙𝑒𝑡 𝐼𝑖𝑛𝑙𝑒𝑡 = 1 𝐼𝑥 = 0.25 × 10−6𝑒0.0055𝑥 
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の孔は、軟 X 線源から水平距離で 50 mm 離し、照射部に近いエリアにφ3 

mm の孔を 20 mm ピッチで 20 個（10 個×2 列）、次いでφ4 mm の孔を 20 mm

ピッチで 18 個（9 個×2 列）配した。板厚は 20mm、サイズを 430mm（W）×

130 mm（D）とした。実際の遮蔽性能としては、サーベイメータで軟 X 線の

漏洩線量率を測定し、多孔板のいずれの位置に置いても 1μSv/hr 以下であ

ることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9 P1（Ioutlet=1μSv/hr）と Pa、Pb、Pc、Pd（金属パイプ）の比較 
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図 4.10 設計した多孔板の詳細 
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４．２．２ 除電性能に対する諸因子の影響 

 次に、設計した多孔板遮蔽構造を持つ軟 X 線イオナイザーの除電性能に

ついて、除電性能を最適化することを目的として、諸因子が除電性能に与

える影響を調査した。 

 

（１）実験装置および評価方法 

実験装置の概略を図 4.11 に示す。設計した多孔板を吹出部とするイオン

化チャンバーに軟 X 線ヘッドを取付け、チャンバー内をイオン化する。コ

ンプレッサーからのエアーをイオン化チャンバーに供給し、多孔板の孔か

らイオン化エアーを吹出す。イオン化チャンバーは、容積の違いによる影

響を見るため高さのみ異なる、チャンバーA（高さ 260 mm）、チャンバーB

（高さ 130 mm）の 2 種類で評価を行った。供給エアー量はマスフローメー

ター（SMC 製 PF2A71）で計測した。除電性能は、帯電プレートモニタ（以

下 CPM、Trek 製 Model 158）の金属プレート（152 mm×152 mm、20 pF±2 

pF）を吹出部下方に設置し、＋1 kV もしくは－1 kV に帯電させ、その初期

電位が吹出部からのイオン化エアーによって十分の一の＋0.1kV、もしくは

－0.1kV まで減衰する時間（除電時間）を測定して評価した。除電時間は

短いほど、除電性能が優れていることを示す。また、金属プレートを正極

性に帯電させた場合は、負イオンによる除電性能を、負極性の場合は、正

イオンによる除電性能を評価したことを示す。測定点は吹出部下方 50 mm

の位置で、軟 X 線照射部から水平距離が①110 mm（φ3 mm の孔のエリ

ア）、②240 mm（φ3 mm とφ4 mm の孔の混在エリア）、③370 mm（φ4 mm

の孔のエリア）の 3 箇所とし、CPM 金属プレートの中心が①～③となるよ

うに設置した。 
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（a）チャンバーA 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）チャンバーB 

 

 

図 4.11 実験装置の概略 
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（２）実験結果 

（２）－１ 供給エアー量が除電性能に与える影響 

イオナイザーのイオン化チャンバーに供給するエアー量が除電性能に与

える影響を検討するために、コンプレッサーからのエアー量を 100L/min、

200L/min、300L/min と変化させた時の除電時間を測定した。図 4.12 に結

果を示す。容積（高さ）の異なるチャンバーA、B 共に供給エアー量が多い

程、全体的に除電時間は短縮し、除電性能が向上した。これは、供給する

エアー量が多い程、イオン化チャンバー内で軟 X 線によりイオン化された

エアーの吹出量そのものが増加するためと考えられる。一方、供給エアー

量に依らず、測定点①、②、③、つまりイオン化チャンバーの長手方向で

除電時間に差が見られ、軟 X 線源に近い位置程除電性能が良い傾向、さら

にチャンバーA と B では、容積の小さい（高さの低い）チャンバーB の方が

除電性能が良い傾向が見られた、これらの傾向については、供給エアー量

以外のパラメータの影響と考えられる。なお、ここに示す結果は、負イオ

ンによる除電性能を示しているが、正イオンによる場合も同様の傾向を示

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.12 供給エアー量が除電性能に与える影響 
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（２）－２ イオン化チャンバー内の軟 X 線強度と 

イオン化エアー量の影響 

前項（２）－１で見られた傾向を踏まえ、次に、各測定点でのイオン化

チャンバー内の軟 X 線の強度とイオン化エアー量（吹出部から吹出すエア

ー量）が、除電性能に与える影響を調査した。なお、イオン化チャンバー

内の測定点①、②、③の位置の軟 X 線の強度についても、前述の、4.1 式

を用いて線量率として算出した。測定点①、②、③の位置におけるイオン

化エアー量は、図 4.13 に示すように、各測定点に CPM の金属プレートを設

置した時に、CPM 金属プレート面積分のエリアにある多孔板の孔から吹出

される風量と定義して測定した。測定点①の場合は、φ3mm の孔 14 個分、

測定点②は、φ3mm の孔 8 個とφ4mm の孔 8 個分、測定点③は、φ4mm の孔

12 個分から吹出される風量となる。イオン化チャンバー内の軟 X 線強度と

除電時間の関係を図 4.14 に、各測定点のイオン化エアー量と除電時間の関

係を図 4.15 に示す。 

図 4.14 に示すように、軟 X 線の線量率は、線源に近い程大きく、線源か

らの距離と共に急激に減衰し、軟 X 線線量率が最大の測定点①で最も除電

時間が短く、線量率の減衰に伴い除電時間が長くなった。線源からの距離

によってイオン化チャンバー内の軟 X 線強度が変化し、それによって生じ

るイオンの密度も変化するため、除電性能に影響を及ぼしたと考えられ

る。（２）－１で述べた、イオン化チャンバーの長手方向（測定点①、②、

③）で除電性能に差が見られた原因として、このイオン化チャンバー内の

軟 X 線強度が考えられる。 

次に、図 4.15 に示す各測定点のイオン化エアー量は、チャンバーA、B

とも、測定点①のエリアが最少、次いで測定点②のエリアが大きく、測定

点③のエリアが最大となった。この相違は、測定点①がφ3mm の孔、測定

点②がφ3mm とφ4mm の孔、測定点③がφ4mm の孔のエリアにあるため、そ

の孔の抵抗の影響を受けた結果と考えられる。除電時間との関係を見る

と、イオン化エアー量が最少の測定点①で除電時間が最も短く、イオン化

エアー量が最大の測定点③で除電時間が最も長い結果となっている。これ

は、測定点①のイオン化エアーが、測定点③のイオン化エアーよりも、イ

オンの密度が高いことを示している。このことから、各測定点における除

電性能には、その測定点のイオン化エアー量よりも、その測定点のイオン
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化チャンバー内の軟 X 線強度の相違によるイオン密度の相違が影響してい

ると考えられる。一方、チャンバーA と B の各測定点でのイオン化エアー

量を比較すると、どの測定点においてもほぼ等しいにも拘らず、（２）－１

でも述べたように、チャンバーA と B の除電性能は、容積の小さい（高さ

の低い）チャンバーB の方が良い。同じ測定点では、イオン化チャンバー

内の軟 X 線強度は等しいため、チャンバーA と B の除電性能の差は、軟 X

線の強度以外の要因で生じたイオン化チャンバー内のイオン密度の相違が

影響したものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.13 各測定ポイントの孔の配置 
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図 4.14 イオン化チャンバー内の軟 X 線強度と除電時間の関係 
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図 4.15 イオン化エアー量と除電時間の関係 
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（２）－３ イオン化チャンバー内気流性状の影響 

軟 X 線の強度分布以外で、イオン化チャンバー内のイオン密度に差が生

じる要因としては、イオン化チャンバー内の気流性状が考えられる。そこ

で、イオン化チャンバー内気流性状の影響を調べるため、イオン化チャン

バーへのエアー導入位置を変えて除電時間を測定した。エアー導入位置

は、図 4.16 に示すように、線源側からの導入位置を a（チャンバーA）、b

（チャンバーB）として、それぞれの同一直線上の対面側を a’（チャンバ

ーA）、b’（チャンバーB）とした。各測定点での除電時間を図 4.17 に、こ

の時の各測定点のイオン化エアー量の分布を図 4.18 に示す。 

図 4.17 より、a’ と b’ からエアーを導入した場合には、元の導入位置

の a と b からエアーを導入した場合と比べて、全ての測定点で除電時間が

短縮した。一方、図 4.18 に示すように、a’ と b’ からエアーを導入し

た場合の各測定点でのイオン化エアー量は、（２）－２の図 4.15 で示し

た、元のエアー導入位置（a、b）でのイオン化エアー量とほぼ同じ分布と

なった。エアー導入位置を変えた場合でも、吹出部である多孔板の孔の抵

抗によって、各測定点のイオン化エアー量の分布自体は変わらないが、エ

アー導入位置が変わったことでイオン化チャンバー内の気流性状が変化し

たため、各測定点のイオン化エアー中のイオン密度が高くなり、除電性能

が向上したと考えられる。またこれは、（２）－１で見られた、容積の異な

るチャンバーA と B の除電性能に差が現れる傾向の原因の一つでもあり、

チャンバー容積の違い（高さの違い）でチャンバー内の気流性状が異な

り、各測定点のイオン化エアー中のイオン密度に差が生じたためと考えら

れる。 
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図 4.16 チャンバーA、B におけるエアー導入位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.17 エアー導入位置が除電性能に与える影響 
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図 4.18 イオン化エアー量と除電性能の関係（エアー導入 a’、b’） 
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これらを確認するために、エアーの導入位置やチャンバー容積（高さ）を

変えた場合のイオン化チャンバー内の気流性状について、気流シミュレー

ションを行った。計算対象のチャンバー形状、エアー導入位置、吹出部の

多孔板の孔径、孔ピッチの条件は、除電性能測定に用いた実験装置と同様

とした。また、エアー導入位置から 300 L/min で給気を与え、多孔板の孔

から吹出した気流は自然流出するものとし、電界や温度については考慮し

ない。計算に用いたソフトは SCRYU/Tetra（クレイドル社）、メッシュシス

テムに非構造格子、計算方法に SIMPLE 法、乱流モデルに K-εモデル、対

象流体を非圧縮性流体として計算を行った。各パターンでのイオン化チャ

ンバー内の気流性状の断面を図 4.19 に示す。元の導入位置である a（チャ

ンバーA）と b（チャンバーB）からエアーを導入した場合は、線源側の軟 X

線強度の強いエリアでイオン化された気流が、反対側の軟 X 線強度の弱い

エリアに向って流れ、吹出部に向かって下降し、イオン化チャンバー外へ

搬送される動きとなっている。この経路を辿る間に生成したイオンの再結

合が促進し、イオン密度が低下していることが考えられる。一方 a’（チャ

ンバーA）と b’（チャンバーB）からエアーを導入した場合は、軟 X 線強度

の強いエリアに向かって気流が流れ、線源近傍の最も軟 X 線強度の強いエ

リアでイオン化され、直後に吹出部に到達している。イオン化されてから

吹出部に到達するまでの経路が短いため、イオン密度が高い状態のままチ

ャンバー外に搬送されていることが考えられる。供給エアーの導入位置に

よってイオン密度（除電性能）に差が生じるのは、こうした気流性状の影

響と考えられる。次に、容積の異なる（高さの異なる）チャンバーA と B

について見ると、元の導入位置 a 、b からエアーを導入した場合、容積が

小さいチャンバーB は、チャンバーA よりも高さが低く、エアー導入位置と

線源との距離がチャンバーA より短い。従って、b から導入したエアーは、

a から導入したエアーよりも軟 X 線強度のより強い位置を通過するため、

イオン密度が高くなる。一方、対面側の a’、b’から導入したエアーは、

どちらも線源近傍でイオン化された直後に吹出部に到達し、チャンバー外

までのイオン化エアーが辿る経路に差が無い。従って、イオン化エアーの

イオン密度にも差が無く、除電性能がほぼ等しくなる。チャンバーの容

積、すなわちチャンバーの高さによってもイオン密度（除電性能）に差が

生じるのはこのためと考えられる。 
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（a）エアー導入位置 a （チャンバーA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）エアー導入位置 b （チャンバーB） 
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（c）エアー導入位置 a’ （チャンバーA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（d）エアー導入位置 b’ （チャンバーB） 

 

 

図 4.19 イオン化チャンバー内の気流性状 
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４．３ 粗大化イオンのチューブ搬送型軟 X 線イオナイザー 

軟 X 線イオナイザーの除電性能が優れる理由としては、軟 X 線が照射さ

れたエリアにおいて、除電対象近傍の雰囲気を瞬時に電離し、高濃度のイ

オンを生成できることにある。ところが、生産装置内の狭小部などでは軟

X 線イオナイザーの設置スペースを確保することが困難で、効果的に対象

を除電できる位置にイオナイザーを設置できない問題があった。そこで、

除電箇所と別の場所で軟 X 線により生成した正負のイオンを、チューブで

除電対象近傍まで搬送して除電するタイプのイオナイザーの開発を行って

きた 8）。しかし、イオンをチューブ搬送する場合には、単極イオンであっ

ても、正負のイオン対であっても、搬送中にイオン量が急速に減少するこ

とが問題となっていた 8）。これは、静電拡散やイオン対の再結合により正

負イオンが消耗してしまうことが原因で、図 4.209）に示すように、初期濃

度が約 109/cm3 のときの単極イオン、正負イオン対のイオン濃度は、1 秒以

内で 3 桁以上減少することがわかる。この主な原因は、4.3 式 9）で表され

る、イオンの電気的移動度が速いことである。イオンに限らず、荷電粒子

の電気的移動度は、図 4.219）に示すようにその粒径に依存する。図 4.21

では、粒径が 10 倍になると、電気的移動度はおよそ 1/100 になっており、

粒径が大きいほど電気的移動度は小さくなっている。ここで、通常の正負

イオン（小イオン：直径約 1nm）の電気的移動度はそれぞれ、

1.3cm2/sec/V、1.6cm2/sec/V10）である。一方、図 4.21 から、0.1μm 程度

の荷電粒子の電気的移動度は 10-4cm2/sec/V 程度と読み取れる。よって、通

常の正負イオンを 0.1μm 程度に粗大化した場合には、およそ 1/10000 まで

移動度を小さくできることになる。このことから、イオンを粗大化するこ

とで電気的移動度を抑え、チューブ搬送することが可能になると思われ

る。そこで、軟 X 線で生成したイオンを粗大化して電気的移動度小さく

し、イオンの消耗を抑えてチューブ搬送する方式のイオナイザーを考案し

た。図 4.22 に、考案した、粗大化イオンのチューブ搬送式軟 X 線イオナイ

ザーの概略を示す。これは、チャンバー内で軟 X 線を照射して正負イオン

を生成し、その正負イオンを核に水蒸気を凝縮させて粗大化し、チューブ

搬送するものである。 

ここで、水蒸気を凝縮させて粗大化させたイオンの粒径については、およ

そ 0.025μm を目標としている。これは、直径が約 0.3nm11）の水分子が通常
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の正負イオン（1nm）の表面にまんべんなく層状に吸着して粗大化すると仮

定して、40 層の水分子がイオンに吸着した場合の粒径である。40 層分の水

分子が吸着すると仮定した根拠としては、金属表面における水分子の吸着

層数は相対湿度の影響を受け、相対湿度 100％の環境下では 20 層 12）から

40 層 13）程度という報告に基づいている。図 4.21 を見ると、0.001μm

（1nm）の粒子が 0.025μm 程度になると、電気的移動度は 1/1000 程度まで

小さくなっていることから、粗大化による効果をイオナイザーとしての除

電時間の測定によって評価した。 
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                                        （4.3） 9）       

 

             ：粒子の電気的移動度[cm2/sec/V] 

             ：粒子の速度[cm/sec] 

             ：電場の強さ[V/cm] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.20 イオンの消滅 9） 
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図 4.21 単位電荷を有する粒子の電気的移動度 9） 
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図 4.22 粗大化イオンのチューブ搬送式軟 X 線イオナイザーの概略 
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４．３．１ 水蒸気の凝縮を利用したイオンの粗大化 

 イオンの粗大化は、水蒸気の凝縮を利用する。生成した正負イオンを核

として、イオンの周囲に冷却されて凝縮した水蒸気の粒子を成長させて、

粗大荷電粒子とする。イオン粗大化のための水蒸気の凝縮には、高湿度の

空気と冷却空気が必要となる。高湿度空気の生成は純水のバブリングによ

って行った。冷却空気の生成には、チラーなどの設備を用いることなく簡

便に冷却空気を発生させるために、ボルテックスチューブを利用した。図

4.23 にボルテックスチューブの概略を示す。ボルテックスチューブに圧縮

空気を導入すると、高圧チャンバー内に設置されたゼネレータから高温管

内壁面に沿う方向に噴射され、旋回流を生じながら調節バルブまで到達す

る。ここで、一部は高温排気として排出され、残りは旋回流の中心へと押

し戻され、外側とは進行方向が反対の冷却空気出口へ向かう旋回流が発生

する。このとき、内外の旋回流で熱交換が行われ、外側の旋回流は加熱さ

れ、内側の旋回流は冷却される。これをボルテックス効果という 14）。ま

た、図 4.24 に本実験で用いたボルテックスチューブの出入口冷却温度差と

冷却空気量との関係を示す。これより、入口圧力と調節バルブにて冷却空

気量を調節することにより、冷却空気温度を任意に変更可能であることが

わかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.23 ボルテックスチューブの概略 
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図 4.24 ボルテックスチューブの出入口冷却温度差と冷却空気量との関係 
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４．３．２ 除電性能に対する諸因子の影響 

 次に、考案した粗大化イオンのチューブ搬送式軟 X 線イオナイザーの除

電性能について、除電性能を最適化することを目的として、諸因子が除電

性能に与える影響を調査した。 

 

（１）実験装置および評価方法 

実験装置の概略を図 4.25 に示す。コンプレッサーからの圧縮空気は一部

を加湿用に、残りを冷却用に用いる。加湿用空気は、純水バブラー（φ

100mm×700mmH、純水水位 350mmH）を通過して加湿された後に、荷電粒子

生成チャンバ（120mm×55mm×75mmH）へ圧送される。一方、残りの冷却用

空気は、減圧弁を通り 0.4MPa～0.6MPa でボルテックスチューブ（虹技製 

モデル 116）へと送られ、一部を高温排気として排出した後、冷却空気と

して荷電粒子生成チャンバーへと導入される。荷電粒子生成チャンバー

は、加湿空気の導入方法を評価するために、図 4.26 に示すように、直吹型

およびシースノズル型の 2 種類を使用した。シースノズルは、図 4.27 のよ

うに二重管構造となっており、外側に冷却空気、内側に加湿空気が導入さ

れ、冷却空気と加湿空気を同心円状にすることで、局所的な高湿度状態を

保ったままチャンバー内へ噴き出す効果を狙った構造となっている。荷電

粒子生成チャンバーにて生成した荷電粒子は気流と共に、搬送管(φ20mm×

535mmL、塩化ビニール製 )を通り、搬送管末端より 10mm 離れた場所に設置

した帯電プレートモニタに吹き付けられる。加湿空気の温度および相対湿

度は、荷電粒子生成チャンバー手前に設置した温湿度センサ（T&D 製 TR-

72U）にて測定した。また、ボルテックスチューブ入口圧力は、圧力変換器

（長野計器製 type KH15）により、冷却空気および加湿空気風量はマスフ

ローメータ（SMC 製 PF2A721）により計測した。 

除電性能は、生成した荷電粒子を含むエアーを帯電プレートモニタ(Trek 

Model 158、金属プレート 15.2×15.2cm、20pF±2pF)の金属プレートに吹

き付け、±1000V→±100V の除電時間を測定して評価した。除電時間が短

いほど除電性能が優れていることを示している。 

 

 

 



127 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.25 実験装置の概略 
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（a）加湿空気直吹型チャンバー 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）加湿空気シースノズル型チャンバー 

 

図 4.26 荷電粒子生成チャンバーの構造（2 種類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.27 シースノズルの構造 
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（２）実験結果 

（２）－１ 加湿空気導入方法が除電性能に与える影響 

冷却空気量（Vc）と加湿空気量（Vh）との合計風量（Vt）の除電時間へ

の影響を図 4.28 に示す。図中の実線は、冷却風量を 0 L/min として、加湿

空気吹出口へ、コンプレッサーからの圧縮空気を大気開放した状態の温湿

度が、20℃、10％の空気を基準空気として導入した場合、つまり粗大化さ

せないイオンのみの除電性能を示している。図のようにシースノズルを用

いると直吹型の場合に比べ除電性能が良い結果となった。これは、シース

ノズルを用いると、加湿空気が冷却空気に包まれているため接触時間が長

くなると同時に、加湿空気のチャンバー内への拡散による湿度低下を防止

でき、荷電粒子が生成され易いためであると考えられる。また、直吹型お

よびシースノズル型の場合のどちらにおいても、粗大化させないイオンの

み（基準空気）に比べ除電性能が悪い結果となった。これは、冷却空気量

に比べ加湿空気量が多いため、加湿空気中の水蒸気がチャンバー内壁や軟

X 線イオナイザーの照射窓上で結露したことが原因であると考えられる。

軟 X 線照射窓上に結露した水蒸気の薄い水膜が生じると、照射される軟 X

線の線量が減少し、除電性能が著しく低下する（50μm の水膜によって軟 X

線の照射出力は 1/3 程度に減衰する 15））。この結果から、シースノズル型

でイオンを粗大化した場合、直吹型と比較して除電性能向上に有効ではあ

るが、本構造ではイオンのみ（粗大化させない場合）の除電性能を上回る

ことができず、改善が必要であることがわかる。対策としては、軟 X 線イ

オナイザーの照射窓付近を冷却された加湿空気から保護すること、冷却空

気量と加湿空気量の比を最適化し、シースエアによる局所的な高湿度状態

を維持することが考えられる。 
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図 4.28 冷却空気量と加湿空気量の合計供給空気量の除電時間への影響 
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（２）－２ パージ空気の有無の影響 

軟 X 線イオナイザーの照射窓上の結露を防ぐために、チャンバーの冷却

空気および加湿空気吹出口設置部の上部にパージ用空気吹出口を設置し、

照射窓周辺をパージする対策を行った。実験装置を図 4.29 に示す。なお、

加湿空気の導入方法は、シースノズル型チャンバーを用いている。パージ

空気量 Vp を 25 L/min で一定とし、冷却空気量や加湿空気量を変化させた

場合の合計風量 Vt’（=Vp+Vc＋Vh）の除電時間への影響を図 4.30 に示す。

冷却空気はボルテックスチューブの調節バルブ開度を一定とし、入口供給

圧力を調節することにより風量を変化させた。図中の実線は、イオンのみ

（基準空気）の場合の結果を示している。図より、パージエアを導入した

場合の除電時間は、イオンのみの場合と同等か若干短い結果となった。こ

れは、軟 X 線イオナイザーの照射窓付近をパージしたことにより、照射窓

の結露を防止した効果が現れたと思われる。また、若干ではあるが、冷却

空気により加湿空気中の水蒸気がチャンバー内のイオンを核として凝縮

し、粗大荷電粒子が発生した可能性があり、それにより僅かに除電性能が

向上したと考えられる。また、相対湿度は高いほど、同じ相対湿度の場合

では加湿空気量が少ない方ほど、除電性能が優れている結果となった。こ

れは、相対湿度が高い方が絶対湿度が高いため、より多くの水蒸気が凝縮

し荷電粒子が生成されるが、加湿空気量が一定以上増えるとシースエアが

破れ、冷却空気に包まれていた高温度の加湿空気がチャンバー内に拡散

し、シースエア内の湿度が低下したためと考えられる。 
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図 4.29 パージ空気吹出口を設けた実験装置の概略 
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図 4.30 冷却空気量と加湿空気量、およびパージ空気量の 

                合計供給空気量の除電時間への影響 
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（２）－３ 冷却空気温度の影響 

冷却空気の温度と加湿空気の凝縮について、図 4.31 に示す空気線図を用

いて、導入した加湿空気が凝縮するために必要な冷却空気の温度条件を検

討した。空気線図とは、乾球/湿球温度/露点温度、絶対/相対湿度、エンタ

ルピーなどの条件を用いて、空気の状態や熱的変化を知るために用いられ

る。チャンバーには、冷却空気を 40L/min、加湿空気を 26.5℃、99%で、シ

ースノズルを用いて 10L/min 導入する条件とした。図中の①は加湿空気の

温湿度条件（26.5℃，99%）を示す。ボルテックスチューブで発生させる冷

却空気源は、コンプレッサーからの圧縮空気であるので、図中②の圧縮空

気が大気開放された位置での温湿度条件（20℃，10%）から、冷却空気中に

含まれる絶対湿度（含有水分量）は、元の圧縮空気と同じ 0.0014kg/kg’

となる（図中③）。この冷却空気によって加湿空気が冷却される状態を、2

種類の空気が混合するものとして、混合した後の空気の絶対湿度を求め

る。冷却空気と加湿空気の、絶対湿度と風量の比から、混合空気の絶対湿

度は、0.0053kg/kg(DA)となる（図中④）。この混合空気中の水分が凝縮す

るためには、混合空気が露点温度以下（相対湿度 100%以上）になっている

ことが必要なので、この条件から混合空気の温度が 4.7℃と求められる

（図中⑤）。求めた混合空気の温度と、冷却空気風量、加湿空気の温度、風

量から冷却空気の温度を計算すると、約-1℃となる（図中⑥）。よって、

26.5℃、99%の温湿度条件の加湿空気 10L/min が凝縮するために必要な、

40L/min の冷却空気の温度は、約-1℃以下と求められる。 

次に、冷却空気、加湿空気の条件を上記と同様とし、冷却空気の温度を

変化させたときの除電時間を測定した。冷却空気の温度が低いほど冷却熱

は大きくなるため、加湿空気の凝縮が促進され、荷電粒子の生成効率は向

上すると予想されるためである。なお、パージ空気は 25L/min でチャンバ

ーに導入している。図 4.32 に測定結果を示す。破線は、水蒸気凝縮を行う

場合のトータル風量（冷却空気 40L/min＋加湿空気 10L/min＋パージ空気

25L/min＝75L/min）と同風量の時のイオンのみ（基準空気）の除電時間を

示す。なお、上記の検討結果より、冷却空気温度が-1℃以下の範囲では、

水蒸気の凝縮により、荷電粒子が生成している条件になっていると思われ

る。図より、冷却空気の温度を-10℃以下まで下げても明確な除電時間の短

縮は見られず、むしろ性能が悪くなる結果となった。原因としては、冷却
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空気の温度を加湿空気の凝縮に必要な温度以上に下げても、荷電粒子の生

成効率には影響していないことと、加えて、パージ空気による軟 X 線照射

窓の保護が不完全であることが考えられる。冷却空気の温度を下げて冷却

能力を上げた場合は、チャンバー内も冷却されているため、パージが不完

全な場合、軟 X 線照射窓に結露し易い状態となり、イオン化の能力が低下

したため、除電性能が悪くなった可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.31 空気線図による冷却空気温度の検討 
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図 4.32 冷却空気温度の除電時間への影響 
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（２）－４ パージ空気導入方法の影響  

 前項の検討結果から、軟 X 線照射窓のパージ空気による保護が不完全で

ある可能性が示唆されたので、パージ空気の導入位置を図 4.33 のように、

シースノズルの上部に内径 5mm のノズルを設けパージ空気を導入する方式

（Case 1）と、軟 X 線イオナイザーをパージ用ボックス内に入れ、軟 X 線

照射開口（φ20mm）を通してパージ空気をチャンバー内に導入する方式

（Case 2）の 2 種類の方式にて除電性能への影響を比較した。加湿空気量

（Vh） を 10 L/min、冷却空気量 （Vc）を 25 L/min とし、パージ空気量

を変化させた際の合計風量（Vt）が除電時間に与える影響を図 4.34 に示

す。図より、Case 2 の方が Case 1 の場合に比べ、除電時間が短くなっ

た。これは、パージ用ボックスを用いる方式の方が、側面から軟 X 線照射

窓近傍に気流を吹き付ける方式に比べ、照射窓への加湿空気の接近を有効

に防止することができるためであると考えられる。また、開口が大きいた

めパージ空気の吹出風速が小さく、チャンバー内気流への影響が小さいた

め除電性能向上には好ましいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.33 荷電粒子生成チャンバーへのパージ空気の導入方法 
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図 4.34 パージ空気導入方法の除電性能への影響 
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４．４ まとめ 

第４章では、クリーンルーム用として軟 X 線式イオナイザーを適用する

ために、安全面とアプリケーションの面から検討を行った。 

前半では、軟 X 線イオナイザーの使用者の被曝防止対策として、設置場

所の防護対策を不要とした、軟 X 線遮蔽構造を有する安全なイオナイザー

を提案し、遮蔽効果の確認と諸因子の除電性能に与える影響について調査

した。以下に検討結果を示す。 

①多孔板の孔径と板厚によって、軟 X 線を遮蔽しながらイオンを供給でき

る遮蔽構造を考案し、軟 X 線の漏れ線量率を遮蔽の基準とした 1μSv/hr

以下に抑えながら、正負のイオンを十分に供給できることを確認した。 

②イオナイザーに供給するエアー量が多いほど、全体的な除電性能が向上

することを確認した。 

③イオナイザーからのイオン化エアー量の分布は、軟 X 線遮蔽用の多孔板

の孔の抵抗の影響を最も受け、イオン化チャンバーの形状やエアーの供

給条件によらない。 

④本イオナイザーの除電性能は、イオン化エアー中のイオン密度によって

決まり、そのイオン密度はイオン化チャンバー内の軟 X 線強度とイオン

化チャンバー内の気流性状の影響を受けることが示された。 

 

また後半では、軟 X 線イオナイザーのアプリケーションとして、生産装

置内などの狭小部の除電用に、チューブでイオンを搬送する方式のイオナ

イザーを提案した。イオンをチューブ搬送する際の、イオンの急速な消耗

に対して、ボルテックスチューブの冷却による水蒸気の凝縮作用を利用し

てイオンを粗大化することで、イオンの移動度を抑え、消耗の低減を図る

方式を考案した。また、そのイオナイザーについて、諸因子の除電性能に

与える影響について調査した。以下に結果を示す。 

①加湿空気の導入方法は、冷却空気を外側に、加湿空気を内側にした同心 

円状のシースノズル型の方が、直吹式に比べ除電性能が良い結果とな

り、僅かだがイオン粗大化の効果を確認した。 

②軟 X 線イオナイザーの照射窓をパージして結露を防止することにより、 

除電性能が向上した。 
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③加湿空気の風量と温湿度条件により、水蒸気を凝縮するための、冷却空 

気の必要温度と必要風量が決まり、必要温度以上に冷却した場合には、

軟 X 線照射窓の結露対策が重要となる。 

④軟 X 線照射窓の結露対策には、パージ用ボックスを用いてパージ空気を 

導入する方式が、有効に結露を防止でき、チャンバー内気流への影響を

抑えられ、除電性能の向上が可能であると思われる。 
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第５章 結論 

 

５．１ 本研究のまとめ 

電子デバイスの製造環境であるクリーンルームの静電気対策に関して、

コンタミネーションコントロールに主眼を置き、従来のイオナイザーの課

題を解決したクリーンルーム用イオナイザーを開発することを目的とし

て、種々の検討を行った。クリーンルーム用イオナイザーとしては、コロ

ナ放電式と軟 X 線式の代表的な 2 方式のイオナイザーを取り上げた。以下

に、それぞれのイオナイザーをクリーンルームに適用するために検討を行

った結果について、まとめを示す。 

 

５．１．１ クリーンルーム用低発塵イオナイザー（コロナ放電式） 

コロナ放電式イオナイザーの放電電極への微粒子付着に起因する発塵に

対して、放電電極を加熱することにより発生する熱泳動力を用いて微粒子

付着を抑制し、製品にダメージを与え得る大きさの粒子として再飛散する

ことを防止する方法を検討した。また、放電電極の摩耗に起因する発塵に

対しては、電極表層の金属材質の特性を利用して、耐摩耗性能を向上する

対策について検討した。その検討結果から、以下の内容が明らかとなり、

本方式のコロナ放電式イオナイザーの実用化が可能であることを確認し

た。 

 

①電極を加熱することによって微粒子付着の抑制が可能な熱泳動力を得る

ための温度勾配を、簡易モデルを設定して試算した結果、0.001μm 以上

の粒子に対しては、100℃程度の温度差を周囲との間に形成すれば良いこ

とが示された。 

 

②実際にコロナ放電式イオナイザーの電極を 90℃程度に加熱する実験に

て、加熱しない場合に比べて異物付着量が減少する結果を得た。 

 

③実用的な電極の加熱方法として、抵抗体のジュール加熱を用いた自己発

熱型電極を考案し、抵抗体の抵抗値を調整することによって、任意の温

度に加熱可能であることを確認した。 
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④抵抗体に SiC を組み込んだ自己発熱型電極（以降 SiC 電極：抵抗値 107Ω

程度）の発熱特性は、イオナイザーによって印加する交流電圧の交番周

波数は数 kHz 以上で、電圧が高いほど、発熱温度が高い（発熱量が大き

い）ことを確認した。 

 

⑤イオナイザーの印加電圧（交流周波数：15kHz、電圧：±5～6kV）で抵抗

値 107Ω 程度の SiC 電極を加熱する場合、イオナイザーから供給される

電流の大部分は、電極が周囲と形成するコンデンサへの充放電に使わ

れ、そのうち SiC 部分の充放電に使われる電流が、電極の発熱に寄与す

ると考えられる。また、コロナ放電でイオンとして放出される電流は、

イオナイザーから供給される電流のごく一部で、十数 μA 程度と考えら

れる。 

 

⑥SiC 電極を用いた電極加熱式イオナイザーの除電性能、微粒子付着抑制

効果の評価実験を行い、従来のイオナイザー用電極として用いられるタ

ングステン電極とほぼ同等の除電性能を有しながら、発熱によって微粒

子付着量を低減できることを確認した。 

 

⑦電極の表層金属として、既存の耐摩耗性電極（ニッケルメッキ）の表層

金属のニッケルよりも仕事関数が大きく、融点の高いイリジウム、もし

くはロジウムを配することで、電極からの金属飛散量を既存のニッケル

メッキ電極の 1/100 以下に抑えることができ、耐摩耗性が向上すること

を確認した。 
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５．１．２ クリーンルーム用無発塵イオナイザー（軟 X 線式） 

軟 X 線イオナイザーを使用する際の安全面に関して、人体の防護対策を

不要とした、軟 X 線遮蔽構造を持つイオナイザーを考案し、遮蔽効果、お

よび除電性能について評価試験を行った。また、軟 X 線イオナイザーのア

プリケーションとして、生産装置内などの狭小部の除電用に、軟 X 線で生

成したイオンを水蒸気の凝縮で粗大化することで、電気的移動度を大幅に

下げ、イオンの消耗を抑えながらチューブ搬送する方式について検討を行

い、除電性能に与える影響を調査した。その結果から、以下の内容が明ら

かとなり、本方式の軟 X 線イオナイザーの実用化が可能であることを確認

した。 

 

①軟 X 線遮蔽構造を持つイオナイザーについて、多孔板の孔径と板厚によ

って、軟 X 線を遮蔽しながらイオンを供給できる遮蔽構造を考案し、軟

X 線の漏れ線量率を遮蔽の基準とした 1μSv/hr 以下に抑えながら、正負

のイオンを十分に供給できることを確認した。 

 

②イオナイザーに供給するエアー量が多いほど、全体的な除電性能が向上

することを確認した。 

 

③イオナイザーからのイオン化エアー量の分布は、軟 X 線遮蔽用の多孔板

の孔の抵抗の影響を最も受け、イオン化チャンバーの形状やエアーの供

給条件によらずに決定する。 

 

④本イオナイザーの除電性能は、イオン化エアー中のイオン密度によって

決まり、そのイオン密度はイオン化チャンバー内の軟 X 線強度とイオン

化チャンバー内の気流性状の影響を受けるので、その最適化により、除

電性能向上が可能であることが示された。 

 

⑤チューブ搬送型軟 X 線イオナイザーについて、加湿空気の導入方法を、

冷却空気を外側に、加湿空気を内側にした同心円状のシースノズル型と

することで、僅かであるが除電性能が向上し、イオン粗大化と思われる

効果を確認した。 
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⑥軟 X 線イオナイザーの照射窓をパージして結露を防止することにより、 

除電性能を向上できることを確認した。 

 

⑦加湿空気の風量と温湿度条件により、水蒸気を凝縮するための、冷却空 

気の必要温度と必要風量が決まり、必要温度以上に冷却した場合には、

軟 X 線照射窓の結露対策が重要となることが示された。 

 

⑧軟 X 線照射窓の結露対策には、パージ用ボックスを用いてパージ空気を 

導入する方式が有効に結露を防止でき、チャンバー内気流への影響も抑

えられることから、除電性能の向上が可能であることが示された。 
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５．２ 今後の課題 

 以下に、クリーンルーム用低発塵イオナイザー（コロナ放電式）、および 

クリーンルーム用無発塵イオナイザー（軟 X 線式）について今後の課題を 

示す。 

 

５．２．１ クリーンルーム用低発塵イオナイザー（コロナ放電式） 

①コロナ放電式イオナイザーの放電電極への微粒子付着に起因する発塵に

対して、放電電極を加熱することにより発生する熱泳動力を用いて微粒

子付着を抑制する対策方法を検討し、微粒子の付着を抑制できることを

確認した。しかしながら、微粒子付着を完全に防止する効果を得るには

至っておらず、さらなる微粒子付着抑制効果の向上が必要である。本研

究では、電極への微粒子付着現象が、クリーンルーム中のシロキサンガ

スが、コロナ放電の電極近傍で粒子化した後に、電極へ付着することに

より生じるという仮定の下で検討を進めている。また、制御対象も無帯

電粒子とし、付着力として働く静電気力としては、グレーディエント力

のみを取り扱っている。そのため仮定以外の条件、例えばシロキサンガ

スが、ガス状のまま電極に接触することにより、何らかの反応系におい

て粒子として成長する場合や、電極近傍の粒子が正負いずれかの電荷を

持っていて、グレーディエント力よりもはるかに大きいクーロン力 1）に

よって電極に付着する場合などは、本方式で対応するのは困難である。

本方式にて電極への微粒子付着を完全に防止できていないのは、上記現

象の可能性を示唆する結果とも言える。また、並木は、粒子生成の一つ

として、ガス成分中にイオンが存在する場合、極性を有する不純物ガス

がイオンに引き寄せられ、クラスタやナノ粒子を生成する、イオン核生

成の重要性を指摘している 2）。コロナ放電式イオナイザーの放電電極近

傍は、まさにイオンと不純物ガスが混在した状態であると言え、イオン

核生成が電極への微粒子付着の原因の一つとなっている可能性は非常に

高いと思われる。これより、複数存在するであろう、電極における粒子

生成メカニズムを解明し、詳細に把握することが重要になると考える。

併せて、より高温の条件下では異物付着抑制効果の向上が期待できるた

め、確認評価を行うことが必要である。 
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②コロナ放電式イオナイザーの放電電極の摩耗に起因する発塵に対して

は、電極表層に仕事関数が大きく、融点の高いイリジウムまたはロジウ

ムをメッキすることで、耐摩耗性能が向上することを確認した。しかし

ながら、今回検討したイリジウム、ロジウムについては、金属としての

コストが高く、実用化にあたっては大きなハードルとなる。また、電子

デバイス産業における微細化・高集積度化の発展を鑑みると、金属汚染

に対する管理が今後ますます厳しくなることが予想される。コスト面も

考慮しつつ、さらに耐摩耗性を向上できる電極材質の検討が必要である

と考える。 

 

５．２．２ クリーンルーム用無発塵イオナイザー（軟 X 線式） 

①軟 X 線イオナイザー使用時の、人体の防護対策を不要とした、軟 X 線遮

蔽構造を持つイオナイザーを考案し、軟 X 線を遮蔽しながら、除電対象

にイオンのみを供給できることを確認した。しかしながら本方式は、直

接照射式の軟 X 線イオナイザーに比べ除電性能が劣ることが、最大の問

題点である。軟 X 線遮蔽チャンバー内でイオンを生成した後に、チャン

バー外へ気流によって搬送するため、イオンの消耗が大きいことが原因

である。このイオナイザーは、現時点で実用化されてはいるが、除電性

能を向上するために、今回調査した種々のパラメーターを最適化するこ

とが必要である。 

 

②狭小部の除電用の、チューブ搬送型軟 X 線イオナイザーについて、水蒸

気の凝縮を利用してイオンを粗大化することで、チューブ搬送中のイオ

ンの消耗を抑える方式を考案した。現状、僅かではあるが、イオン粗大

化の効果を確認しているが、上記①のイオナイザー同様、直接照射式の

軟 X 線イオナイザーに比べると、除電性能は劣っている。今後、除電性

能の向上のためには、水蒸気を正負イオンに凝縮させるために必要な水

分量、冷却空気の温度などの空気条件を詳細に設定するとともに、生成

粒子の粒径分布の測定を行い、イオンの粗大化について評価することが

必要であると考える。併せて、今回調査したパラメーターについても最

適化することが必要である。 
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